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1. 木質バイオマスエネルギーを取り巻く現状 

1.1 国際的な動きからの日本の温室効果ガス排出削減への責務 
 2015 年 12 月に行われた、第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において採択された「パリ
協定」は、世界各国が温室効果ガス排出削減への取組みを約束した画期的な枠組みである。これに基づき
日本では、2016 年５月 13 日に地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画として、新たな「地球温暖
化対策計画」を閣議決定している。2021 年 10月 22 日には、この地球温暖化対策計画を、前回の計画を
５年ぶりに改訂しており、「2050 年カーボンニュートラル」宣言として、2030 年度において、温室効果
ガス 46%削減（2013 年度比）を目指すこと、さらに 50%の高みに向けて挑戦を続けることを表明した。  
この改訂された地球温暖化対策計画は、この新たな削減目標も踏まえて策定したもので、二酸化炭素以外
も含む温室効果ガスの全てを網羅し、新たな 2030 年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載して新目標
実現への道筋を描いている。 

図表 1 温室効果ガス排出量実績と中期排出目標値 

温室効果ガス排出量・吸収量 
2013 排出実績 2030 排出量 削減率 従来目標 

14.08 億 t-CO2 7.6 億 t-CO2 ▲46％ ▲26％ 

 

エネルギー起源 CO2 12.35 億 t-CO2 6.77 億 t-CO2 ▲45％ ▲25％ 

部
門
別 

産業 4.63 億 t-CO2 2.89 億 t-CO2 ▲38％ ▲７％ 

業務その他 2.38 億 t-CO2 1.16 億 t-CO2 ▲51％ ▲40％ 

家庭 2.08 億 t-CO2 0.7 億 t-CO2 ▲66％ ▲39％ 

運輸 2.24 億 t-CO2 1.46 億 t-CO2 ▲35％ ▲27％ 

エネルギー転換 1.06 億 t-CO2 0.56 億 t-CO2 ▲47％ ▲27％ 

非エネルギー起源 
CO2、メタン、N2Ｏ 

1.34 億 t-CO2 1.15 億 t-CO2 ▲14％ ▲８％ 

HFC 等４ガス（フロン類） 0.39 億 t-CO2 0.22 億 t-CO2 ▲44％ ▲25％ 

吸収源 - ▲0.48 億 t-CO2 - (▲0.37 億 t-CO2) 

二国間クレジット制度 
（JCM） 

官民連携で 2030 年度までの累積で１億 t-CO2程度の国際的な排出削減・ 吸収量
を目指す。我が国として獲得したクレジットを我が国の NDC 達成のため に適切
にカウントする。 

- 

 

■地球温暖化対策計画（令和３年 10月 22日閣議決定）に位置付ける主な対策・施策 

対応分野 内容 
再エネ・省エネ ・改正温対法に基づき自治体が促進区域を設定 

→地域に裨益する再エネ拡大（太陽光等）住宅や建築物の省エネ基準への適合義務付け拡大 
産業・運輸など ・2050年に向けたイノベーション支援 

→2兆円基金により、水素・蓄電池など重点分野の研究開発及び社会実装を支援 
 ・データセンターの 30％以上省エネに向けた研究開発・実証支援 
分野横断的取組 ・2030年度までに 100以上の「脱炭素先行地域」を創出（地域脱炭素ロードマップ） 
 ・優れた脱炭素技術等を活用した、途上国等での排出削減 

→「二国間クレジット制度：JCM」により地球規模での削減に貢献 

 

 地球温暖化対策において、再生可能エネルギーの地産地消、とりわけ山形県の面積の約 8 割を占める
森林の適正な管理、活用に基づく木質バイオマスエネルギーの活用は、温室効果ガス削減に対する国際的
な責務を果たす取組みでもある。 
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1.2 地域資源である森林バイオマス資源の活用と経済循環の再構築 

（１） 国内の森林資源の現状と社会的背景 

日本の森林の所有は、小規模・分散的で、長期的な林業の低迷や森林所有者の世代交代等により森林所
有者への森林への関心が薄れ、森林の管理が適切に行われない、伐採した後に植林がされないという事態
が発生している。国内の 83％の市町村が、管内の民有林の手入れが不足していると考えている状況であ
り、森林の適切な経営管理が行われないと、災害防止や地球温暖化防止など森林の公益的機能の維持増進
にも支障が生じている。そのような背景をもとに、2019 年 4 月には、適切な経営管理が行われていない
森林の経営管理を、林業経営者に集積・集約化するとともに、それができない森林の経営管理を市町村が
行うことで、森林の経営管理を確保し、林業の成長産業化と森林の適切な管理の両立を図ることを目的に
「森林経営管理法」の施行が実施された。 
また、2021年頃からは、「ウッドショック」と呼ばれる現象が起きはじめた。これは全世界的に新型コ

ロナウイルスの感染拡大に伴い、先進国で新築住宅の建設棟数が急増し、さらに中国の木材消費も拡大、
世界的に木材の品薄の状態となり価格が急騰している。日本でも、木材加工工場の稼働率低下や物流の遅
延や縮小も相まって、深刻な輸入材不足が起こり、現在では杉や桧などの国産材の価格も値上がりを続け
ている。また、自宅での時間を充実させたい人や、郊外移住を検討する人が増えたため、新築戸建て住宅
の建設棟数が増加したことも一因で建材不足の現象が起きている。 

以上のことから、林業、木質バイオマス資源を取り巻く情勢は、大きな転換期に差し掛かっている。 
 

（２） 国内の木質バイオマスエネルギー利活用（発電・熱利用）の現状 

国内の木質バイオマスエネルギーの分野から見ると、2017 年の再生可能エネルギーの固定価格買取制
度（以下、「FIT制度」と略記）の施行以来、全国各地に木質バイオマス発電所が増加し続けていること
で、地域の木質バイオマス資源は、従来切り捨てられていた低質な間伐材等も含めて、その木材が動きは
じめ、木材需給はひっ迫した状況にあり、当面は需要過多が続いている。 
山形県でも、近年の大型集成材工場やバイオマス発電所の稼働により、需給構造の変化が起こってい

る。間伐材等の低質材の価格が急騰し、県内の木材需給がひっ迫した状態にあり、このことは林業経営に
とって一部の好影響をもたらしている一方で、バイオマス発電に固定価格買取制度による買取期間（20
年）以降の中長期的な需給システムの体制の構築準備が必要といえる。 
こうした背景の中で、バイオマス熱利用は、事業成立しやすいといった面で、大型なバイオマス発電事

業と比べると、小規模で事業初期投資額が抑えられ、地域・地元のベンチャーとして民間資本で整備され
る例も出てきている。また、森林所有者自らが森林を管理し、木材を地域内で循環させる実施する地域も
増えており、地産地消システムでの木材流通も活性化している。こうした好機に、地域の森林資源の利用
を促進し、経済の活性化、雇用創出につなげていくことが重要である。 
木質バイオマス熱利用は、バイオマス発電事業に比べると、森林資源をエネルギー利用効率が高く、効

的に利用した成熟した技術であり、これらを地産地消型で導入する自治体、企業も増加傾向にある。 
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1.2.2 SDGs における森林資源の活用（木質バイオマスエネルギー利活用）の意義 

 新たな社会潮流である「持続可能な開発目標（SDGs）」という考えによる活動が、行政、企業、NPO、
各種団体などにおいて展開されつつあり、持続可能なビジネスを目指す企業、団体の中にも、事業戦略に
SDGs を活用する例が広がっている。 
この SDGs における森林資源の活用（木質バイオマスエネルギー利活用）の取組む意義として、SDGs

の 17 の目標（ゴール）のうち、以下の複数の目標に寄与する取組みです。 
 

図表 2 木質バイオマスエネルギーの地産地消推進で目指す SDGs の 6つの目標 

 
7．エネルギーをみんなに そしてクリーンに 
7.2  2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エ
ネルギーの割合を大幅に拡大させる。 

 9．産業と技術革新の基盤をつくろう 
9.4 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配
慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善
により、持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取
組を行う。 

 
12．つくる責任 つかう責任 
12.2 2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達
成する。 

 

13．気候変動に具体的な対策を 
13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。 

 
15．陸の豊かさも守ろう 
15.2 2020 年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を
促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世界全体で新規植
林及び再植林を大幅に増加させる。 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 
17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効
果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。 
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1.2.3 地域内での森林資源のカスケード（多段階）利用の原則 

木質バイオマスを有効に活用するためには、原木をカスケード（多段階）利用することにより、原料を
安定的に確保することが重要である。これは貴重な森林資源を余すところなく総合的に有効活用するカ
スケード利用を基本とすることで、森林資源利用の環境価値と経済性が最大限に発揮され、持続可能な資
源循環の構築に有効と考えられる。 
木材をカスケード（多段階）利用するためには、立木の段階から循環移行段階までの一連の利用体系を

念頭に取り組んでいく必要があります。森林資源のカスケード（多段階）利用の基本的な流れは下記のと
おりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 3 森林資源のカスケード（多段階）利用の基本フローイメージ 

 
 
 森林資源は、林地における立木段階から素材・丸太段階における用途別の選別からはじまり、原木市場
や製材・チップ等の半製品段階における選別を経て、性状にあわせて最終製品段階へと余すところなく振
り分けられている。また、製品として使用され炭素固定機能を果たした後に循環移行段階となり、建築解
体材として再び半製品段階へと再利用され、最後にエネルギー利用として活用されます。 
 この森林資源のフローは、地域ごとに現場状況や事業者の有無などで変わってくるため、これら地域フ
ローを把握し、事業実施を計画していく事が求められる。 
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図表 4 庄司製材所の取り組む森林資源の循環（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5 庄司製材所の取り組む木材加工と熱利用方法（イメージ） 
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1.2.4 「地域内エコシステム」事業の構築へ 

 木質バイオマスエネルギーの利用推進に当たっては、地域の森林資源を再びエネルギー供給減として
見直し、地域活性化につながる適正コストのエネルギー利用を図ることが課題となっている。 
農林水産省および経済産業省では、森林資源の素材利用やエネルギーとして地域内で持続的に活用す

るための担い手の確保、地域住民や山林所有者など森林関係者に、確実に利益が還元される仕組みとし
て、「地域内エコシステム」を提唱している。 

 
 この地域内エコシステムは、主に小規模な地域内で考える必要があるため、事業やサプライチェーン構
築にあたって利用できる地域資源（需要や供給を生む産業、ヒト・モノ・カネ等の経営資源）が限られる。
その限られた地域資源の中で、最適な組み合わせを検討すること、地域ごとの「最適解」をいかに導くか
が重要な視点となっている。地域内での協議会等の議論の場で、これらの地域資源についてあらためて見
直し、地域としてできることを考えることは「地域づくり」につながる重要なプロセスであり、このプロ
セスを経るなかで、サプライチェーンの川上、川中、川下の各段階で持続的に実施可能なことを検討し、
それらが全て整合的に重なる部分が地域内エコシステムとして事業化できる基準となる。 

 
 事業構築の考え方のもと事業計画を検討していくにあたり、各段
階で事業の拡大やサプライチェーンを運用するには解決しなくて
はならない課題があったり、そのための時間が必要であったりする。 
初期から大規模な設備を導入しようとすると森林資源の供給が

間に合わない、設備が故障し採算が取れない、地域内の合意形成が
得られないなどの無理が生じることが多くなる。そのような事業リ
スクを最小限に抑えるために、まず小規模な木質バイオマスサプラ
イチェーンを無理のない形で構築し、それを運用して順応的に事業
拡張を目指すことが理想的となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

川 中 川 上 川 下 

森林資源の生産・供給 
 
 
 
 
 
 
・持続可能な木材生産・管理 
・中間土場等の流通拠点の設置 
 
 

バイオマス燃料製造・供給 
 
 
 
 
 
 
・ 地域で事業性ある燃料選択 
・ 燃料製造量と設備稼働率を確保 
・ 燃料製造コストを抑制 
・ 燃料事業は地産地消と外消を想定 

素材利用・エネルギー利用 
 
 
 
 
 
 
・ 地域内の素材・エネルギー需要把握 
・ 地域で段階的な熱需要の確保 
・ 熱需要の導入推進・拡大計画の設定 

熱需要の確保・利用 燃料生産・供給体制構築 木材生産・流通体制構築 
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（１） 地域の関係者に期待される役割 

 地域の各工程の関係者に、それぞれ下記のような役割が期待される。これを実現するために、各工程の
関係者が情報や知恵を共有できる場を設けるとともに、地域に関係する各事業者が、それぞれの役割を果
たせるように一助となれる事業を構築していく事が求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

川下の関係者 
 各種製品の利用者となる町民、事業者はプラスチックや金属等の地下資源由来の製品の利

用から木製品の利用を増やすことに努め、木材製品としての炭素固定量を増やすこと。 
 カーボンニュートラルな木質バイオマスエネルギーへの燃料代替に留めず、省エネルギー

化に取組み、消費エネルギーの総量抑制に努めること。 

川上の関係者 
 創出される木材需要に対して、持続可能な森林資源供給を行うために、森林経営と計画的

な素材生産の実現に資する「森林経営計画」の策定を進め、資源把握と素材生産の効率化、
森林所有者にとってメリットが大きくなるような体制を構築すること。 

 林業従事者の人材確保を促進するとともに、林業機械の導入等により作業環境を改善し、
生産性を高め、伐出量を増やすこと。 

 森林由来の木質バイオマス資源の安定供給及び長期的な供給量に課題が残るため、支障木
等の積極的な獲得に努めること、さらに自伐林家等からの木材を積極的に受け入れるため
にシステム構築に努めること。 

 川中、川下との連携により、伐出材の利用の方針を協議し、伐倒や玉切り等の作業におい
て下流工程のニーズに応えられる素材丸太の生産に努めること。 

 木質バイオマスエネルギーの地産地消システムを安定的に機能させるため、低質材の一定
量を町内での需要向けに割り当てるような仕組みを構築すること。 

川中の関係者 
 創出される需要に対して、量、質、適時、価格条件を満たすため、原木調達と加工・輸送

体制を構築すること。木質バイオマス資源の加工や輸送にあたっては、投入するエネルギ
ーを低減するための効率化と技術の確立に努めること。 

 木質バイオマス資源と一体的な地域森林資源の安定需給構造を構築するため、木材製品需
要傾向を川上側関係者に伝達する等の調整機能を確保すること。 

 集材した木材は適切に選木を行い、価値の高められる素材として流通させ、加工度を高め
て付加価値を高める仕組みを確立し、副産物をカスケード（多段階）利用できるように努
めること。 
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1.2.5 地域におけるバイオマスエネルギー利活用による森林資源の流れと経済循環の構築 

地域で森林バイオマスエネルギー利活用を進めていくうえで実施体制の構築、計画策定とともに重要
なのが関係主体の合意形成が重要となる。また直接的に事業に関わらなくても環境や景観、生活から地域
活性化の面から事業に関心を持つ主体もある。 
 木質バイオマスエネルギーの利活用については、地域の多くの主体が直接的、間接的に関わりがでてく
る。バイオマス熱利用の場合は川上からの原木の収集、乾燥から、燃料化、配送、品質・在庫管理、資金
決済などの一連の流れを適正に運用していくため、関係者間での調整が必要になる。また、地元の施設等
での木質バイオマスの利活用を進めていく上では、川上、川中の関係主体と調整・協議を図り、十分な実
施機能を構築していくことが重要となってくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【川上】 バイオマス資源の生産（供給側） 

関連主体 
森林資源所有者 森林所有者（自治体・民間・個人など） 
森林資源生産者 森林組合、林業事業体（素材生産業者）、土木・建設業者など 

・ 燃料となる森林を所有、伐採・管理する主体となる。 
・ 一般的に材の搬出の必要な箇所や地域で事業を実施する規模でわかれ、森林所有者に近い小規模な自

伐的な生産が主流になる場合と素材生産者、森林組合等の生産システムに協力が考えられる。 
・ 地域でバイオマスエネルギー利用する場合は、木質バイオマス燃料の生産・供給・利用などの安定供給

が必須となり、計画段階から協議調整が必要となる。 

 

【川中】 バイオマス資源の原料調達・加工（燃料化）・流通 

関連主体 
森林資源  原木集積所、燃料製造業者、運送業者など 
加工・運用者 例：製材所、木材加工業者、土木・建設業者など 

・ 木材の燃料化は、集積→乾燥→在庫管理（季節調整）→燃料加工→運搬といった工程になる。 
・ 通常、一連の工程を供給側が担うことが多いが需要側が担当することもある。 
・ 既設・新設に関わらず一連の工程を機能するかで、地域における事業収支に大きく関わる主体になる。 
・ 地元の団体、事業者と協議を図りながら事業主体として参画・協力を仰ぐ必要がある。 

 

【川下】 バイオマスエネルギーの利用（需要側） 

関連主体 
公 共（温浴施設、福祉関係施設、教育施設、公共施設など） 
民 間（温浴施設、宿泊施設、クリーニング工場、食品加工業など） 
その他 家庭・事業所、農業利用（施設園芸）、木質バイオマス発電所など 

・ 熱利用の場合は、新設施設への導入か既存の化石燃料需要からの転換が有力になる。特に公共系の熱
需要には様々な導入候補があげられる。 

・ エネルギー転換を図る際には、需要者と供給者の合意形成を図っていくことが重要であり、近隣にお
いて木質バイオマス発電が存在する場合、地域内の木質資源の供給可能性など、都道府県等と地域の
関係者と連携して関わり方を検討していく必要がある。 

・ 地域内外における既存の化石燃料系のエネルギー事業者は、競合事業体になる可能性もある。これは、
エネルギー供給事業者として同種の事業であるため、事業者がバイオマス燃料生産・販売を行うなど
再生可能エネルギー事業に関わることで地域全体の取り組みに協力を促すことも可能となる。 

地
域
の
中
で
の
森
林
資
源
の
流
れ 

地
域
の
中
で
の
お
金
の
流
れ 
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2. 株式会社庄司製材所 会社概要 

2.1 「株式会社庄司製材所」会社概要 
対象施設「株式会社庄司製材所」は、良質な国産材を大量に確保し、関東を中心に出荷。近代的な製造

システムの自動化により、短納期でお客様のニーズに対応している。取扱い商材は、乾燥材、プレーナー
加工、ホームセンター向けの高付加価値製品も多量製造も可能で、工程からの副産物もきのこ栽培材料
や、樹皮及び木屑はバイオマス燃料として乾燥利用している。 

 

図表 6 株式会社庄司製材所 事業概要 

施設名称 株式会社庄司製材所 
住  所 山形県最上郡真室川町大滝 108－2 
設 立 1986年 3月 10日（創業 1976 年） 
代 表 代表取締役 庄司 和敏 
資本金 2,000万円 
従業員数 79名（2021年 12月 1日現在） 

関係施設・工場 

① 本社工場（真室川町） ② のぞきわらび園 
③ 及位中学校工場（真室川町及位） ④ 大滝 West 工場（真室川町大滝） 
⑤ 釜淵工場（真室川町釜淵） ⑥ ウッドトラス金山（金山町） 
⑦ ウッドショップマルエス新庄店（新庄市） ⑧ 泉田ＫＤ材製品チップ倉庫（新庄市泉田） 
⑨ ウッドショップマルエス庄内店（酒田市） ⑩ ウッドショップマルエス天童店（天童市） 
⑪ マルエスダイニング（真室川町大滝） ⑫ 大滝バーク乾燥施設 

原木仕入れ先 

国産材 100％ 杉（スギ） 
・東北森林管理局 ・最上広域森林組合（山形県最上地域） 
・雄勝広域森林組合（秋田県） 
・山形県森林組合連合会 ・秋田県森林組合連合会 
・北日本索道株式会社 ・その他 
採算性の観点から製材所を中心とした 150km 圏内からのみ原木を仕入れ。エリア内の原木は、小・
中・大径木から低質材まで全てを取り扱う生産体制を整えている。エリア内すべての原木を製材し、
おがくずやチップ、バークに至るまで無駄なく活用し山側も安心して伐採でき再造林を進めることが
可能。注文に素早く応えるためにさまざまなサイズの原木をストック。常に約半年分の在庫を確保。
こ相場価格の変動に左右されずに原木の仕入れが可能となり、安定的な供給を実現。仕入れた原木は
バーク（樹皮）をはぎ保管することで虫害や腐食を防ぎ、乾燥することで品質の安定している。 

製材事業 
の特徴 

大型工場により羽柄材専門製造。羽柄材は種類が多く地域や取引先によって求める寸法が異なる。ニ
ーズに細やかに応えるため注文に合わせて丸太を挽いている。6 尺材での利益確保のため設備投資を
行って工業化を進めた。 
変化する市場のニーズに応え続けるためエリア内の原木を持続的に消費することができないため、特
定の製品を大量に製造するのではなく、多品種少量生産を徹底。大量生産に適した「ライン生産方式」
ではなく、数人のチームで作業を完結させる「セル生産方式」を採用。 
会社全体で計 10本の製造ラインを保有。メインの製材機として台車４機、ツインバンドソー6機、鋸
幅を自在に変えられるバリュアブルギャングソー4 機が稼働。大経材にも対応しており、径 50cm ま
で挽くことができるツインバンドソーを備えているが、無節の材をしっかりとるために径 40cm以上
の木材は丁寧に台車で挽く形式をとっている。 

  



 

12 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 7 株式会社庄司製材所 所有工場・店舗施設位置 （会社概要パンフレット） 
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（１） 庄司製材所 本社工場（山形県真室川町大字大滝） 
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（２） ウッドトラス金山（山形県金山町大字上台） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３） 釜淵工場（山形県真室川町大字釜淵） 
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（４） 及位中学校工場 
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（５） 泉田ＫＤ材製品チップ倉庫（新庄市泉田） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６） 大滝バーク乾燥施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※バーク（樹皮）破砕・チップ化・乾燥ライン 
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（７） 大滝 West工場（山形県真室川町大字大滝） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※チップ（切削）製造ライン 

※ペレット製造ライン 
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2.2 庄司製材所における製品及び木質バイオマス製品の資源生産量 
 2021 年度基準よると、庄司製材所の原木取扱量は 84,000m3/年となっている。このうち原料や素材の
投入量に対し、実際に得られた生産数量の割合となる歩留まりは約 0.5（50％）となり、生産材数は約
42,000 m3/年となる。残りの「製材端材」による製品となるものは、チップが 48,000m3となり、そのう
ち、生チップ 32,000 m3（チップ生産割合約 65％）、準乾燥チップ 16,000m3（チップ生産割合約 35％）
と推計され、ペレット約 500 トンとなっている。その他にも、おが粉、薪などが生産されている。また、
樹皮（バーク）に関しては、原木取扱量のうち重量割合が 10％とすると、年間 6,000 トン、そこから生
産される樹皮（バーク）チップは、約 40,000ｍ3と推計された。これら生産材および木質バイオマス資源
が、取扱い可能な資源賦存量となる。 

図表 8 庄司製材所 原木取扱量および生産製品量（2021年度） 

原木・加工品など 数量・単位 備考（取扱条件） 

原 木 84,000 m3/原木 
年間の原木取扱量（2021 年度） 
※原木基準 700 ㎏/ⅿ3（スギ水分 50～55％） 

 生産材数（木製品） 42,000 m3/生産材 歩留り約 0.5（ヒアリングより設定） 

 製材端材 42,000 m3/製材端材 歩留り約 0.5（ヒアリングより設定） 

  チップ（製材端材系） 48,000 m3/チップ 
※製材端材の内チップ生産割合約 40％ 
※製材端材→チップ比率 2.8 

   生チップ 32,000 m3/チップ 
出荷先：製紙工場用など（水分 50％） 
※製材端材系の生産チップの内、約 65％相当 

   準乾燥チップ 16,000 m3/チップ 
出荷先：公共施設エネルギー用など（水分 30％） 
※製材端材系の生産チップの内、約 35％相当 

  ペレット 500 トン/ペレット 
年間ペレット生産量（2021年度） 
出荷先：関連店舗、公共施設など 

  おが粉、薪など   出荷先：畜産業者、ホームセンターなど 

 樹皮（バーク） 約 6,000 トン/樹皮 
※樹皮発生率原木重量の 1 割相当で推計 
※樹皮（バーク）基準 300㎏/ⅿ3（水分 50～55％） 

  樹皮（バーク）チップ 約 40,000 ⅿ3/樹皮チップ 
出荷先：畜産業者、自社の木材乾燥用利用エネルギーなど 
※樹皮（バーク）→樹皮（バーク）チップ比率 2.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考）泉田ＫＤ材製品チップ倉庫（新庄市） 
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2.3 庄司製材所 生産製品（保有資源）のエネルギー賦存量推計 
 庄司製材所の生産製品（保有資源）について試算条件（図表 9）より、エネルギー賦存量推計を行った。 
 エネルギー賦存量推計結果として、生チップ 49,896GJ（灯油 1,460,000L相当）、準乾燥チップ 24,765GJ
（灯油 730,000L相当）、樹皮（バーク）チップ 93,129GJ（灯油 2,720,000L 相当）、9,209GJ（灯油 269,000L
相当）となり、保有資源エネルギー賦存量の合計は、176,999 GJ となり、化石燃料（灯油）相当では、
5,179,000Lが見込める。 
なお、庄司製材所の生産製品（保有資源）より、実際にエネルギー先としての利用可能量は、推計され

たエネルギー賦存量から、自社製品の販売・注文量により変動する。 
 
 

図表 9 生産製品（保有資源）のエネルギー賦存量 試算条件 

対象燃料 条件 数値 単位 備考 
生チップ 1ｍ3 当たり重量 231 ㎏/ⅿ3 水分 50～55％ 

  発熱量 8.4 MJ/kg  

準乾燥チップ 1ｍ3 当たり重量 165 ㎏/ⅿ3 水分 35% 

  発熱量 11.7 MJ/kg  

樹皮（バーク）チップ 1ｍ3 当たり重量 300 ㎏/ⅿ3 水分 35% 

  発熱量 11.5 MJ/kg  

ペレット 1ｍ3 当たり重量 650 ㎏/ⅿ3 水分 8～10% 

  発熱量 18.4 MJ/kg  

化石燃料（灯油） 発熱量 34.8 MJ/L  

 
 

図表 10 庄司製材所 生産製品（保有資源）のエネルギー賦存量推計 

対象 保有資源 保有資源量 
保有資源 

エネルギー賦存量 
化石燃料相当量 
（想定：灯油） 

生チップ 20,000 ⅿ3 49,896 GJ 1,460,000 L 相当 

準乾燥チップ 16,000 ⅿ3 24,765 GJ 730,000 L 相当 

樹皮（バーク）チップ 40,000 ⅿ3 93,129 GJ 2,720,000 L 相当 

ペレット 500 トン 9,209 GJ 269,000 L 相当 

    計 176,999 GJ 5,179,000 L 相当 
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3. バイオマス熱供給における木質バイオマス燃料概要 

3.1 木質バイオマス燃料の仕様条件 
 当計画にあげているバイオマスエネルギーの未利用熱の利用される際のエネルギー源となる燃料チッ
プは、以下の通りとなる。 

図表 11 庄司製材所 木質チップ燃料の概要と燃料特性 

チップ形状 
取扱 
原料 

生産箇所 生産供給元 水分率 
燃料価格 

(目安) 
バイオマスボイラとの適性 

燃料評価 
生チップ 
準乾燥チップ 
 
切削式 

製材 
端材 

庄司製材所 
・金山工場 
・釜淵工場 
・大滝 West工場 
・及位工場 

生産拠点 
：金山町 
：真室川町 
チップ保管場 
：新庄市 
：金山町 
：真室川町 

水分 35% 
(乾燥済) 

約 3,000 円/㎥ 
(運賃込) 

・ 製材端材から生産。形状が切削式で均一 
・ 生チップは主に製紙工場用に出荷しており水分

40％前後。 
・ 準乾燥チップは水分 35%以下でﾁｯﾌﾟ性状が安
定。バイオマスボイラでも小・中規模のシステム
適正有あり 

・ 燃料価格が安価で運搬費込み価格であり安定 

樹皮（バーク） 
 
破砕式 

樹皮 庄司製材所 
・大滝工場 
・及位工場 

生産拠点 
：真室川町及位 
：真室川町大滝 
チップ保管場 
：新庄市泉田 
：真室川町大滝    

水分 35% 
(乾燥済) 

約 3,000 円/㎥ 
(運賃込) 

・ 原木管理の際に、剥いだ樹皮より破砕工程を経
て生産されたチップ 

・ 中規模・大規模向け機器適正有り 

 
 
 
 
 
 
 

図表 12 大滝ウェスト工場（真室川町大滝）    図表 13 大滝バーク乾燥施設（真室川町大滝） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 14 チップ運搬車（積載 20ⅿ3）    図表 15 樹皮（バーク）運搬の様子 
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4. 木質バイオマスエネルギーによる熱供給の検討 
 

4.1 「地域熱供給」の概要 
 地域熱供給とは 1 カ所または数か所の熱供給設備（プラント）から冷水・温水・蒸気などの熱媒を、導
管を通して複数の建物等に供給し、冷房・暖房・給湯などを行う事業を指す。 
この中で複数の建物等に熱を供給し、加熱能力 21 ギガジュール/時以上の規模を持つ事業は「熱供給

事業法」が適応される。個々の建物での熱源設備に比べて、下記の特徴を有する『地域熱供給』は、優れ
た省エネルギー性、環境保全性、防災性に加え、地域都市や事業継続地区の構築に寄与できる熱エネルギ
ー供給システムとして期待されている。 
 

図表 16 「地域熱供給」6つの効果 －求められる地域づくり― 

1 省エネルギー   エネルギーの面的利 

 未利用エネルギー、再生可能エネルギー活用 

 ネットワーク活用による需要、供給側を連携した最適運転管理 
    

2 地球温暖化対策   化石燃料の消費削減 

 フロン漏えい量の減少に貢献 

 
    

3 エネルギーの安定供給   エネルギー情勢への柔軟な対応 

 エネルギーコストの軽減対策化 

 
    

4 地域防災・非常時対応   事業継続計画、地域活動計画に貢献 

 コージェネレーションシステムによる電力、熱の継続供給 

 蓄熱槽の水を防災・生活用水に活用 
    

5 付加価値の創出   スペースの有効活用（機械室等のコンパクト化等） 

 施設設備運転の人的の省力化 
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4.2 地域熱供給の成立条件 
 我が国における地域冷暖房は、昭和 45（1970）年に大阪の千里丘陵で開催された日本万国博覧会並び
にその隣接する千里中央地区において熱供給が開始されたのが最初であり、昭和 47（1972）年には、熱
供給事業法が制定され、公益事業として、本格的な地域冷暖房の歴史が始まっている。 
現在は、地域暖房が導入された昭和 45 年（1970 年）当時のエネルギー事情とは異なり、地域冷暖房の

意義と導入効果は、非常に多岐にわたっており、今日では省エネや省 CO2などのエネルギー及び環境問
題があり、地域冷暖房のシステムには、再生可能エネルギー・未利用エネルギーの活用や熱効率を向上さ
せるシステムの構築が重要となっている。 
 

 熱供給形式と形態 

 本計画で検討しているバイオマス資源を活用した熱供給システムは、需要家とは異なる熱供給者が熱
源設備を設置し、需要家側の給湯、暖房等の熱需要に合わせて行う熱供給を想定している。この熱供給の
方式や形態はいくつかに区分され、事業を行う上では、関連法令となる熱供給事業法が関わってくる。 
 

① 熱供給方式と形態 

 熱供給の方式としては、複数の需要家に供給する場合を「地域熱供給」、それ以外の「地点熱供給」と
区分されます。なお、地域熱供給の内、熱供給事業法が適応される形態と適応されない形態に分けられ
る。これは熱供給事業法の成立条件によって分けられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 17 熱供給の方式と形態区分 

 

 本計画の検討している熱供給事業は、事業主体や規模から、熱供給事業法の適応外となる「地域熱供
給」「地点熱供給」が想定される。 
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 熱供給事業法 

 国が定める熱供給事業法で「熱供給事業」とは、一般的には「地域冷暖房」と呼ばれるもので、一定地
域内の建物群に対して蒸気、温水、冷水等の熱媒を熱源プラント（ただし熱源設備の加熱能力 21 ギガジ
ュール/時以上）から導管を通じて供給する事業のことを指す。 
「熱供給事業者」とは、①営利目的で、②複数の需要家に対して、熱を導管を使って供給する事業を行

うものとされており、熱供給導管を設置するのみで複数の需要家に熱供給する営利事業を大規模に行わ
ないのであれば規制の対象外になる。なお、地方公共団体が実施する場合は本法には該当しない。 
 
 

① 熱供給事業の成立要件 

 熱供給事業法の第 2条において、「熱供給」と「熱供給事業」の定義を行っている。同法に定められた
熱供給事業の成立要件は、以下のような内容となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 18 熱供給事業の成立要件 

 

② 熱供給事業法の適用を受ける場合 

 熱（冷水を含む）を供給する事業を行おうとする場合、その設備能力が一定の基準以上であり、一般の需要
に応じる（一の建物の需要に応じるものを除く）場合には、熱供給事業法第 3 条の規定により、事業開始に先
立ち経済産業大臣への登録が必要となります。 
 熱供給事業法施行令によれば、上記「設備能力」の「設備」はボイラ、ヒートポンプ、熱交換器を指し、上
記「一定の基準」は経済産業省令で定める算出方法による加熱能力の合計が 1 時間当たり 21GJ です。したが
って発生する熱を供給する事業は、熱供給事業に該当する場合がある。 
 なお、注意すべき点は同一の建物内の需要に応じるもの、熱供給事業法の規制対象から除外していることで
す。また、条件から熱供給事業に該当しない場合であっても、熱供給を行うための導管（最高使用温度 184℃
以上、最高使用圧力 1MPa 以上）を道路等公衆の通行する場所に設置している者にも機械室の維持（同法第 20
条）および工事計画の事前届出（同法第 21 条）の規定が準用される（同法第 24 条）。 
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4.3 バイオマス熱供給事業の成立する要件  
 熱供給事業を成功させるためには、対象候補となるエリアの特性と事業の特性について、要件を満たす
ことが求められる。 
 

図表 19 バイオマス熱供給事業の成立するための成功要件 

特性区分 要 件 概 要 

エリア特性 最大及び年間熱需要密度が高い 熱需要密度が高いと効率の良い設備投資、熱輸送

が可能となる 

対象施設の先行的整備を少なく抑

えることができる 

段階的に負荷が増加する場合には、建設投資額と

熱販売量が並行的に増加することが望ましい 

対象施設の計画的な建設及び供用

開始ができる 

当初の計画通りに地区の開発・整備が行われ、それ

により適切な設備投資計画や熱販売計画が可能と

なる 

供給開始年から最終的な需要発生

年までの期間が短い 

熱需要が段階的に発生する場合には、需要定着期

間が短いことが望ましい（1～3 年が理想、5 年以内が

望ましい） 

適正なエネルギー源が得られる 安価なエネルギー源（原燃料）を使用できる 

事業特性 適切な事業主体により事業化が進

められる 

地域特性や事業特性に適合した事業主体によって、

事業が展開できる 

地方公共団体等の理解と協力が得

られる 

事業者、需要家等多数の関係者の調整・指導、各種

許認可等のため、自治体の支援が不可欠である 

熱需要家の要求に応え得る事業が

行える 

需要家の納得する料金設定、サービス提供が可能

である 

資金調達が適正に行える 多額の先行投資を必要とするため、金利負担が過大

とならないような資金調達が必要である 

適正なプラント計画、配管計画、熱

販売計画が立てられる 

事業主体が実行可能な精度の高い計画を立案、実

施できる 
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4.4 バイオマス熱供給の検討手法と留意点 
 バイオマス熱利用システムによる持続可能な熱供給事業の実現に向けて、エネルギー変換システム検
討すべき項目は、次のとおりと考えられる。 
 

4.4.1 バイオマス熱利用システムにおける熱供給検討の要点 

 バイオマス熱利用システムにおける熱供給する上での熱源方式は、建物の用途、規模などの特性に加え
て、建物外の社会的な要因を検討、分析することによって選定することが求められる。 
この選定にあたってはエネルギー源と機器の観点から考える必要があり、留意すべき要点は以下の通

りとなる。 
 
 

図表 20 バイオマス熱供給事業の成立するための留意点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上のように、いろいろな特性から熱源方式の評価を行い選定することになる。 

 
 
  

（2）経済性 

・ 年間経常費（固定費＋変動費） 

・ LCC（ライフサイクルコスト） 

・ 耐久性及び性能の劣化 

（1）エネルギー源・環境 

・ エネルギー源の安定供給 

・ 環境汚染、公害発生 

・ 未利用エネルギーの活用 

・ （再エネ、排熱等） 

（3）効率・制御性 

・ エネルギー効率（熱源システム性能） 

・ 負荷変動への追従性 

・ 建物負荷特性と機器特性の整合 

（4）設置・空間 

・ 設置に要する占有空間 

・ 搬入、組立、更新の対応 

・ 構造的耐荷重および運転時の騒音や

振動 

（5）運転・管理 

・ 運転操作や取扱いの方法の用意さ 

・ 保守管理、点検のしやすさ 

・ 法定的な運転上の制約事項 

（6）実績・信頼性 

・ 長期間使われた実績 

・ 多くの施設で用いられるなどの信頼性 

・ サービス、フォロー体制 
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4.4.2 バイオマス熱利用システムにおける熱供給の検討手法 

（１） バイオマス熱利用システムにおける熱供給システムの種類と選定方法 

 バイオマス熱利用システムにおける熱供給に向けて技術や設備の組合せを誤ると、設備が安定して稼
働しないことや十分なエネルギーが得られないなどの問題が生じてくる。また、現状の技術レベルでは信
頼性の低い技術を用いることも事業者にとってはリスクが高くなる。 
また、各設備の特徴を理解せずに導入し運用を誤ると機器メーカーが公表しているエネルギー効率を

達成が難しく、設備に不具合が生じる可能性がある。メーカーによって各設備の方式のうち一部しか取り
扱っていない場合があり、運転開始後の保守点検やトラブル対応まで見据えると、各システムを取扱う業
者の事務所や出張所、メンテナンス外注先から事業実施地へのアクセスといったことも重要な情報とな
る。 
 

① バイオマス熱利用システムにおける熱供給の長所・短所 

 一般的に、熱利用施設に供給される熱媒体としては、蒸気および温水となるが、熱利用施設の熱需要や
配管距離、配管敷設方法、建設費、維持管理等を総合的に検討して、その熱媒体を選定する必要がある。
なお、今回検討しているバイオマスボイラによる熱供給に関しては、温水として熱供給に利用される。 
 

図表 21 バイオマスボイラによる熱供給形態と長所・短所 

エネルギー 
エネルギー 
変換等設備 

輸送・利用形態 長 所 短 所 

熱 バイオマスボイラ 温 水 
需要先が独自に持つべき設備
が少ない 

長距離の場合熱ロスが発生する
配管の敷設工事に制約がある 

 

 

図表 22 バイオマス関連システムの熱エネルギー供給形態特性 

 項目 蒸気 高温水 温水 

熱媒体温度 蒸気条件により決定 120℃以上 100℃未満 

輸送熱量 大 大 中 

熱損失 大 大 中 

送達距離 温水に比べ短い 蒸気に比べ長い 蒸気に比べ長い 

用途 
工場用プロセス熱源 
冷暖房・農業ハウス等 

同左 暖房・給湯 

熱負荷応答性 温水に比べ負荷変動吸収小 蒸気に比べ負荷変動吸収大 蒸気に比べ負荷変動吸収大 

熱伝達特性 熱交換器伝熱面積小 熱交換器伝熱面積中 熱交換器伝熱面積大 

蓄熱性 難 蒸気に比べ良 蒸気に比べ良 

保守管理 
温水に比べ煩雑 

（ブロー・水質管理等） 
蒸気に比べ容易 蒸気に比べ容易 
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（２） 事業規模、熱供給手法の選定検討 

 バイオマス熱利用システムにおける熱供給においては、自社利用しているところから、他へのエネルギ
ー供給予定量をふまえて事業の規模を概算していく。事業規模を概算する際には、機器等の適切なエネル
ギー効率を設定することが重要であり、詳細な検討をする前にメーカー等にヒアリングしながら、実際の
エネルギー効率を確認する事が必要となる。 
 施設等の熱需要特性として、常に出力が一定の事業であれば、年間のエネルギー供給量を考慮すればよ
いが、特に熱供給をともなう事業の場合は、エネルギー需要が季節や時間帯によって変動する可能性が高
くなる。その場合、設備規模をベース需要に合わせるか、ピーク需要に合わせるかで、事業規模の考え方
は大きく異なってくる。どのような設定することで事業性が向上するか十分に検討する必要がある。その
ため、産業等へのエネルギー供給事業を行う場合、地域の熱供給先候補と、それらの熱需要量について、
詳細に調査を行う必要がある。 
 熱利用は、立地条件に大きく依存するため、運転開始時点から余剰熱を無駄なく利用するシステムを構
築することは難しいのが実情である。また、季節によってもエネルギー消費量が変動するため、これらを
考慮したうえで熱供給量を評価することが重要です。 
 
 
 
 
 
 

（３） バックアップシステムの検討 

 熱供給を行う際のバックアップ設備としては、主に灯油やＡ重油、ガス、ディーゼルなどの化石燃料焚
きボイラを用いる事が想定されます。バックアップとしてだけでなく、熱需要が高まるスタートアップ時
やピーク需要時に活用し、負荷低減や規模縮小による初期費用の低減につなげることも可能です。こうし
たバックアップ設備については、 エネルギー需要の状況に応じて活用可能性も検討することが求めら
れます。施設等へエネルギー供給を行う場合、既存設備を完全に廃棄せずに敷地内にバックアップ設備と
して、そのまま活用する事例が多くなっており、これはバックアップ設備の確保にかかる費用の低減につ
ながります。事業者自身あるいは対象となる供給先が活用可能な既存設備が活用できるかを判断する必
要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
  

◎留意点 <バイオマス熱供給による熱供給の規模> 

 事業実施地域の熱の供給先候補を把握し、需要量や品質、化石系燃料からの燃料転換ニーズ、周

辺インフラ等に応じて供給先候補を絞り込み、調整を行うことが重要です。 

◎留意点 <バイオマス熱利用システムにおける熱供給の優先検討対象>   

 熱供給のバックアップ設備としては主に重油や灯油、ガスなどの化石燃料ボイラが用いられる。熱供

給元の事情によっては、外部供給の際はバックアップ設備を保有することが望ましい。 

 既存施設への熱供給する場合、施設の既存のボイラ設備を廃棄せずに敷地内にバックアップ設備と

して置いておくことで、初期投資を削減することができる。 
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5. 木質バイオマスエネルギーによる熱供給モデルの検討 

5.1 木質バイオマスシステムの余剰熱を活用した熱供給可能性の検討 
今回の熱供給の検討においては、庄司製材所釜淵工場のチップボイラ 1500kW より、自社の樹皮（バ

ーク）チップを燃料とした釜淵工場内の余剰熱を活用したバイオマス熱供給を想定して、モデルケースの
条件の熱需要規模、時期・時間帯を踏まえて事業検討を行った。バイオマスボイラ 1500kW による未利
用熱を活用した熱供給の検討として下記のようなモデルケース 1（真室川町型住宅モデル群｜住宅 8棟）、
モデルケース 2（複合施設、融雪 2000m2）を設定して、熱供給のシステム及び、概算事業費を算出した。 
 

図表 23 バイオマス熱供給（余剰熱）を活用した各施設への熱供給可能性検討モデル 

熱供給候モデル 熱需要対象 熱需要条件（想定） 
熱利用 

時期・時間帯 

熱供給事業化 

評価・考察 

モデルケース 1 

真室川町型住宅 

モデル群 

真室川型戸建住宅 

30 坪（100m2）×8 棟  

熱需要（最大） 

・暖房・給湯 

80～100kW 

年間 365 日 

エネルギー対象 

：暖房・給湯など 

◆住宅用途（想定） 

・核家族用住宅、一部レンタルハウス、商店

（マルシェ）機能など 

・真室川産木材を活用した若者・移住者向け 

・コンパクト機能 

・熱利用システム：パネルヒータ、給湯タンク等 

◆住宅性能（設定）  

※地域区分 ： 3 地域（真室川町） 

・HEAT20（G2 グレード） 相当 

・UA 値 0.34W/（m2・K） ・C 値 1.5 

モデルケース 2 

複合施設 

複合施設 

400 坪（1,320m2） 

熱需要 

計 130kW（最大） 

・暖房 

 50kW（最大） 

・給湯 

 80kW（最大） 

年間 365 日 

エネルギー対象 

：暖房・給湯 

温水加温など 

◆施設用途（想定） 

・多目的ホール（集会・冬期運動スペース） 

・コミュニティスペース ・温浴場 など 

・熱利用システム：パネルヒータ、給湯タンク等 

◆住宅性能（設定）  

※地域区分 ： 3 地域（真室川町） 

・HEAT20（G1 グレード） 相当 

・UA 値 0.5W/（m2・K） ・C 値 1.7 

モデルケース 2 

敷地融雪 

敷地内融雪 

・融雪面積 

約 2,000m2 

熱需 500kW 相当 冬期間（降雪時期） 

年間延 70 日程度 

降雪時（常時） 

・融雪負荷 250～300W/m² 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 24 バイオマス熱供給モデルケース検討対象地 庄司製材所釜淵工場（真室川町釜淵）  
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5.2 バイオマス熱供給モデルケースの検討【モデルケース１】 
5.2.1 バイオマス熱供給のモデルケースの概要 

 庄司製材所におけるチップボイラ 1500kW の工場余剰熱を活用した熱供給の可能性の検討として、 
以下のようなモデルケース 1（真室川町型住宅モデル群｜住宅 8 棟）を設定した。 
 

図表 25 バイオマス熱供給（余剰熱）を活用した可能性検討の概要【モデルケース 1】 

熱供給候モデル 熱需要対象 熱需要条件（想定） 
熱利用 

時期・時間帯 

熱供給事業化 

評価・考察 

モデルケース 1 

真室川町型住宅 

モデル群 

真室川型戸建住宅 

30 坪（100m2）×8 棟  

熱需要（最大） 

・暖房・給湯 

80～100kW 

年間 365 日 

エネルギー対象 

：暖房・給湯など 

◆住宅用途（想定） 

・核家族用住宅、一部レンタルハウス、商店

（マルシェ）機能など 

・真室川産木材を活用した若者・移住者向け 

・コンパクト機能 

・熱利用システム：パネルヒーター、給湯タンク

等 

 

◆住宅性能（設定）  

※地域区分 ： 3 地域（真室川町） 

・HEAT20（G2 グレード） 相当 

・UA 値 0.34W/（m2・K） 

・C 値 1.5 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 26 庄司製材所バイオマス熱供給によるモデルケース１対象地（イメージ）  
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図表 27 庄司製材所バイオマス熱供給によるモデルケース１ 真室川型住宅仕様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 28 庄司製材所バイオマス熱供給によるモデルケース１ 真室川型住宅群（イメージ）  
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5.2.2 バイオマス熱供給システムの熱需要の検討【モデルケース 1】 

木質バイオマスボイラは、化石燃料を利用した設備とは異なり、急激な熱需要の変化に対して設備の出
力調整が難しく、一定の出力以上で運転することが前提となっている。そこで想定モデルケースの今回バ
イオマスによるエリア熱供給によって対象としている戸建住宅 8 軒の熱需要（エネルギー消費量）を推
計した。 
熱需要の想定は、各種既往文献を元に想定することが可能であるが、対象地である真室川町の地域特性

から寒冷地である北東北地方（3 地域）である事情を考慮する必要がある。熱負荷に関しては、既往文献
の「天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008」（以下「CGSマニュアル 2008」という。）
をもとに、北日本及び戸建住宅の用途別エネルギー消費構造については下表のとおり設定した。 
 

図表 29 各種建物の年間熱負荷（参考） 

形態 単位 住宅 事務所 事務所（OA） 病院 ホテル 店舗 スポーツ施設 

暖房 kWh/m²y 23.3 36.0 68.6 86.0 93.0 40.7 94.2 

 Mcal/m²y 20.0 31.0 59.0 74.0 80.0 35.0 81.0 

給湯 kWh/m²y 34.9 2.6 2.1 93.0 93.0 26.7 1,017.4 

 Mcal/m²y 30.0 2.2 1.8 80.0 80.0 23.0 875.0 

出典：天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008 

 
 
 想定される条件から月別暖房・給湯のエネルギー需要 08」（以下「CGSマニュアル 2008」という。）を
もとに設定した。以上の条件から前項の年間熱需要量と熱需要パターンより年間の熱需要量を設定した。 
 
 

図表 30 モデルケース 1 真室川型住宅熱需要（エネルギー消費量）推計 

対象モデル 熱負荷対象 エネルギー消費量推計（バイオマス熱供給システム効率 75％） 化石燃料（灯油）消費量相当 

戸建住宅 年間暖房負荷 12,300 MJ/年 3,417 kWh/年 359 L/年 

1軒分 年間給湯負荷 23,600 MJ/年 6,556 kWh/年 689 L/年 

 計（暖房＋給湯） 35,900 MJ/年 9,972 kWh/年 1,048 L/年 

戸建住宅 年間暖房負荷 98,404 MJ/年 27,334 kWh/年 3,829 L/年 

8軒分 年間給湯負荷 188,800 MJ/年 52,444 kWh/年 7,346 L/年 

 計（暖房＋給湯） 287,204 MJ/年 79,779 kWh/年 11,174 L/年 
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（１） モデルケース１ 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計結果 

月別の熱需要（エネルギー消費量）の推計を行うため、冬期、中間期、夏期として区分けを行い、月別
熱負荷パターンを設定して、月別熱需要（エネルギー需要量）を把握した。月別の熱負荷割合については、
CGS マニュアル 2008 より月別・時刻別負荷パターンを参考に毎月別熱負荷需要を算出している。 
 

図表 31 住宅の年間熱負荷パターン割合（単位：％） 

期 冬期 中間期 夏期 中間期 冬期 
合計 

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 
月割合 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

熱負荷 給湯 12.08 12.55 12.32 10.32 9.04 6.76 5.41 3.76 3.87 6.22 7.10 10.57 100 
 暖房 24.03 20.06 20.08 8.11       8.95 18.77 100 

出典：天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008 

 
 これまで算出した想定パターン毎の給湯、暖房における月別熱需要（エネルギー消費量）を推計した。 
 

図表 32 モデルケース 1真室川型住宅 8棟 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計 

対象期 冬期 中間期 夏期 中間期 冬期 

合計 
月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

単位 kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh 

熱負荷 戸建住宅 8 軒（給湯） 4,751 4,936 4,846 4,059 3,556 2,659 2,128 1,479 1,522 2,447 2,793 4,158 39,334 

  戸建住宅 8 軒（暖房） 4,926 4,112 4,116 1,663 0 0 0 0 0 0 1,835 3,848 20,500 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 33 モデルケース 1真室川型住宅 8棟 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計 
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戸建住宅8棟（暖房）
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（２） モデルケース 1 真室川型住宅 8棟 1日あたりの熱需要（エネルギー消費量）推計 

 バイオマス利用システムの導入規模を設定するため、対象毎の 1日の熱需要パターンを把握する上で、
月別熱需要量から夏期、中間期、冬期における最大熱負荷を有する月を抽出し 1 日当りの熱負荷パター
ンを把握した。そこから最大時刻別の熱需要について整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 34 モデルケース 1真室川型住宅 8棟 季節別熱負荷量（エネルギー需要量）傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 35 モデルケース 1真室川型住宅 8棟 季節別熱負荷量（エネルギー需要量）傾向 

 熱負荷傾向からバイオマス熱供給システムの必要となる機器出力については、約 50W 級規模で熱需要
を対応できることわかった。なお例外的に瞬間的に発生する急激な熱負荷上昇が発生することを見込み、
また接続する用途を考慮して約 50～100W 級熱需要を想定するとともにシステム仕様の中に熱負荷変動
に対応可能となる蓄熱タンクを組み込むことで対応することが必須であると考察された。  
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5.2.3 バイオマス熱供給システム基本仕様【モデルケース 1】 

 対象施設である「株式会社庄司製材所」の施設特性やエネルギー消費特性を踏まえて、木質バイオマス
熱利用における導入システムの基本仕様、対象敷地におけるバイオマス熱供給システムの配置イメージ
を検討した。 
庄司製材所釜淵工場のチップボイラ 1500kW から、モデルケース 1 真室川型住宅団地 8 棟の熱需要に

応じて熱供給を行い、需要側の短時間見込まれる一時的な大きな熱負荷時には蓄熱タンク（バッファタン
ク）を用いて対応するシステムとした。 
これにより、住宅の熱負荷パターンに柔軟に対応できるものであり、チップボイラの年間稼働時間を抑

えることで導入システムの対応年数を伸ばすことが期待できる。 
 
 

図表 36 木質バイオマス熱供給 モデルケース 1基本仕様 

区分  種類､仕様  備考 
木質バイオマス 設備機器 設備種類 チップボイラ  
関連設備  設備運転タイプ 連続運転式 自動着火、消火システム完備 
  対応出力 ～100kW モデル暖房・給湯における最大熱負荷を想定 
  システム効率 75％ 熱供給による熱損失を考慮した設定値 
  付帯設備  熱管理システム、遠隔監視装置、他 
  熱供給配管 敷設 150m 新規設置建屋から既存設備室までの総敷設距離 
 使用燃料 燃料種類 木質ﾁｯﾌﾟ 樹皮（バーク）チップ、水分 35％ 
  最大日使用量 ～10m³/日 樹皮（バーク）チップ、水分 35％ 
真室川型住宅 機器関連 システムタンク 1 基 ST-6000 
熱需要システム  膨張タンク 2 基 CL-18L  取付ブラケットとも 
  給湯リモコン 1 個   
  暖房リモコン 1 個   
  循環ポンプ 2 台 UPS25-70-180 
  プレート式熱交換器 1 台 10kw 
  積算熱量計 1 台   
  電動二方弁 1 台   
  パネルヒーター 2 組 2.0kw 
  パネルヒーター 1 組 タオル掛けタイプ  535ｗ 
 機械室配管 白ガス管 10m 20A 
  ボール弁 10 20A 
  チャッキ弁 2 個 20A 
  Y 形ストレーナー 2 個 20A 
  自動エア抜き弁 4 個 15A 
  圧力計 2 個  
  温度計 4 個  
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図表 37 モデルケース１ 住宅群への熱供給システム（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 38 住宅側（熱需要側）熱利用システム（イメージ）  
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5.2.4 バイオマス熱供給モデルケースの概算事業費【モデルケース１】 

モデルケース 1 に関する概算事業費について、前出の基本仕様を基に設計関係業者、設備業者より、
取扱店等からの提供情報や見積書をもとに算出した。 

 

図表 39 概算事業費（モデルケース１） 

品名 部品・工事等 単価 数量 単位 金額 

1、機器工事 

システムタンク 1 基 
膨張タンク 2 基 
給湯リモコン 1 個 
暖房リモコン 1 個 
循環ポンプ 2 台 
プレート式熱交換器 1 台 
積算熱量計 1 台 
電動二方弁 1 台 
パネルヒーター（2.0kW）2 組 
パネルヒーター（535W）1 組 
※設置工事費等含む 
 

2,412,590 円 8 式 19,300,720 円 

2、機械室配管工事 

白ガス管（20A）10m  
ボール弁（20A）10 個 
チャッキ弁（20A）2 個 
Y 形ストレーナー（20A）2 個 
自動エア抜き弁（15A）4 個 
圧力計 2 個 
温度計 4 個 
※設置工事費等含む 
 

323,340 円 8 式 2,586,720 

3、屋外配管工事 

熱導管（材工共）1 式 
舗装切断 150ｍ 
アスファルト舗装復旧 75m2 
根切り埋め戻し 1 式 
道路横断部費用 1 式 
雑材料消耗品 1 式 
重機運搬費 1 式 
 

  1 式 22,992,500 円 

直接工事費計        44,879,940 円 

諸経費    1 式 12,120,060 円 

計        57,000,000 円 

消費税        5,700,000 円 

合 計        62,700,000 円 

 
これらの事業費については、設計業者、設備取扱店の事情、発注方法や発注仕様条件により費用が変動

する。そのため、基本計画の検討のための参考用の概算事業費となる。なお、計画検討や関係事業者の都
合により内容が変更されることがある。また、詳細設計や実施設計時には、基本仕様の精査等による内容
変更等されることがある。また、公共事業ベース事業費試算に比べ、民間事業者ごとの見積基準を適応す
るため、システム仕様及び建設方法などの効率化とコスト低減化を図ることで、事業費を抑えることも可
能である。 
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5.3 バイオマス熱供給モデルケースの検討【モデルケース 2】 

5.3.1 バイオマス熱供給のモデルケースの概要【モデルケース 2】 

 庄司製材所におけるチップボイラ 1500kW の工場余剰熱を活用した熱供給の可能性の検討として、 
以下のようなモデルケース 2（複合施設｜敷地融雪 2000m2）を設定した。 
 

図表 40 バイオマス熱供給（余剰熱）を活用した可能性検討の概要【モデルケース 2】 

熱供給候モデル 熱需要対象 熱需要条件（想定） 
熱利用 

時期・時間帯 

熱供給事業化 

評価・考察 

モデルケース 2 

複合施設 

複合施設 

400 坪（1,320m2） 

熱需要 

計 130kW（最大） 

・暖房 

 50kW（最大） 

・給湯 

 80kW（最大） 

年間 365 日 

エネルギー対象 

：暖房・給湯 

温水加温など 

◆施設用途（想定） 

・多目的ホール（集会・冬期運動スペース） 

・コミュニティスペース ・温浴場 など 

・熱利用システム：パネルヒータ、給湯タンク等 

◆住宅性能（設定）  

※地域区分 ： 3 地域（真室川町） 

・HEAT20（G1 グレード） 相当 

・UA 値 0.5W/（m2・K） ・C 値 1.7 

モデルケース 2 

敷地融雪 

敷地内融雪 

・融雪面積 

約 2,000m2 

熱需 500kW 相当 冬期間（降雪時期） 

年間延 70 日程度 

降雪時（常時） 

・融雪負荷 250～300W/m² 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 41 庄司製材所バイオマス熱供給 モデルケース 2 対象地イメージ  
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5.3.2 バイオマス熱供給システムの熱需要の検討【モデルケース 2｜複合施設】 

バイオマスによるエリア熱供給によって対象としている複合施設の熱需要（エネルギー消費量）を推計
した。熱需要の想定は、各種既往文献を元に想定することが可能であるが、対象地である真室川町の地域
特性から寒冷地である北東北地方（3地域）である事情を考慮する必要がある。 

（１） モデルケース 2 複合施設 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計結果 

月別の熱需要（エネルギー消費量）の推計を行うため、冬期、中間期、夏期として区分けを行い、月別
熱負荷パターンを設定して、月別熱需要（エネルギー需要量）を把握した。月別の熱負荷割合については、
CGS マニュアル 2008 より月別・時刻別負荷パターンを参考に毎月別熱負荷需要を算出している。 
 

図表 42 モデルケース 2 複合施設 年間熱負荷パターン割合（単位：％） 

期 冬期 中間期 夏期 中間期 冬期 
合計 

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 
月割合 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

熱負荷 
給湯 11.20 12.56 11.68 10.86 7.81 6.56 6.69 4.40 4.45 7.16 7.72 8.91 100 
暖房 22.50 22.50 20.00 7.00             8.00 20.00 100 

 
 これまで算出した想定パターン毎の給湯、暖房における月別熱需要（エネルギー消費量）を推計した。 
 

図表 43 モデルケース 2 複合施設 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計 

    冬期 中間期  夏期 中間期 冬期 合計 
    1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月  
  kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh 

熱負荷 
複合施設（暖房） 21,391 21,391 19,014 6,655             7,606 19,014 95,072 
複合施設（給湯） 10,036 9,200 10,872 10,454 10,872 10,454 10,872 10,872 10,454 10,872 10,454 10,036 125,449 
合計 31,427 30,591 29,887 17,109 10,872 10,454 10,872 10,872 10,454 10,872 18,060 29,050 220,521 

化石燃料（灯油）消費量相当 5,104L 5,450 L 4,976 L 3,469 L 1,992 L 1,673 L 1,706 L 1,122 L 1,135 L 1,826 L 2,768 L 4,270 L 35,492 L 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 44 モデルケース 2 複合施設 月別の熱需要量（エネルギー需要量）推計 
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（２） モデルケース 2 複合施設 1日あたりの熱需要（エネルギー消費量）推計 

 バイオマス利用システムの導入規模を設定するため、対象毎の 1日の熱需要パターンを把握する上で、
月別熱需要量から夏期、中間期、冬期における最大熱負荷を有する月を抽出し 1 日当りの熱負荷パター
ンを把握した。そこから最大時刻別の熱需要について整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 45 モデルケース 2 複合施設 季節別熱負荷量（エネルギー需要量）傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 46 モデルケース 2 複合施設 季節別熱負荷量（エネルギー需要量）傾向 

 熱負荷傾向からバイオマス熱供給システムの必要となる機器出力については、約 130W 級規模で熱需
要を対応できることわかった。なお、例外的に瞬間的に発生する急激な熱負荷上昇が発生することを見込
み、また接続する用途を考慮して約 150W 級熱需要を想定するとともに、システム仕様の中に熱負荷変
動に対応可能となる蓄熱タンクを組み込むことで対応することが必須であると考察された。  
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（３） モデルケース 2 敷地内融雪（2000m2）熱需要推計 

 モデルケース 2 敷地内融雪に関しては、対象面積 2000m2 として、年間の降雪期間を約 70 日と想定
した。融雪に伴う熱負荷に関しては、250～300W/m²と想定した結果、対象面積では、約 500kWh の熱負
荷が見込める。 
 

図表 47 バイオマス熱供給（余剰熱）を活用した可能性検討の概要【モデルケース 2】 

熱供給候モデル 熱需要対象 熱需要条件（想定） 
熱利用 

時期・時間帯 

熱供給事業化 

評価・考察 

モデルケース 2 

敷地融雪 

敷地内融雪 

・融雪面積 

約 2,000m2 

熱需 500kW 相当 冬期間（降雪時期） 

年間延 70 日程度 

降雪時（常時） 

・融雪負荷 250～300W/m² 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 48 庄司製材所バイオマス熱供給 モデルケース 2 対象地イメージ（再掲） 
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5.3.1 バイオマス熱供給システム基本仕様【モデルケース 2】 

庄司製材所釜淵工場のチップボイラ 1500kW から、モデルケース 2（複合施設、敷地内融雪）の熱需要
に応じて熱供給を行うために必要となる基本システムに関して検討した。 

図表 49 木質バイオマス熱供給 モデルケース 2 基本仕様 

区分  種類､仕様  備考 
木質 設備機器 設備種類 チップボイラ  
バイオマス  設備運転タイプ 連続運転式 自動着火、消火システム完備 
関連設備  対応出力 ～1500kW モデル暖房・給湯における最大熱負荷を想定 
  熱供給システム効率 75％ 熱供給による熱損失を考慮した設定値 
  付帯設備  熱管理システム、遠隔監視装置、他 
 使用燃料 燃料種類 木質ﾁｯﾌﾟ 樹皮（バーク）チップ、水分 35％ 
  最大日使用量 ～2.0m³/日 樹皮（バーク）チップ、水分 35％ 
複合施設 機器関連 バッファータンク 5,000L×6台 給湯回路内蔵型 
熱需要  膨張タンク 1000L×1基  
システム  膨張タンク 500L×1基  
  三方弁装置 100φ×1式  
  循環ポンプ 65A×1.5kw×1台  
  循環ポンプ 50A×1.5kw×1台  
  循環ポンプ 80A×3.5kw×1台  
  プレート式熱交換器 630kw×1台  
  プレート式熱交換器 500kw×1台  
 機械室配管 白ガス管 100A×50m 複合施設 機械室 
  白ガス管 80A×40m  
  白ガス管 65A×40m  
  白ガス管 25A×20m  
  白ガス管 20A×20m  
  バタフライ弁 100A×8個  
  白ガス管 80A×16個  
  白ガス管 65A×8個  
  チャッキ弁 80A×3個  
  ゲート弁 25A×6個  
  ゲート弁 20A×20個  
  Y 形ストレーナー 100A×2個  
  Y 形ストレーナー 65A×2個  
  防振継手 フロネックス 80A×2個  
  防振継手 フロネックス 65A×4個  
  積算熱量計 65A×1個  
  自動エア抜き弁 20A×10個  
  圧力計 6個  
  温度計 20個  
  鋼製架台 1式  
 屋外配管 熱導管 80φ×40ｍ  保温材付 
 ロードヒーティング 融雪パイプ敷設費 2,000 m2 対象面積 2000m2 
  ワイヤーメッシュ 2,000 m2 対象面積 2000m2 
  断熱シート施工 2,000 m2 対象面積 2000m2 
  16回路ヘッダー 6組  
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図表 50 モデルケース 2 複合施設・敷地融雪への熱供給システム（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 51 複合施設・敷地融雪（熱需要側）熱利用システム（イメージ）  



 

43 

5.3.1 バイオマス熱供給モデルケースの概算事業費【モデルケース２】 

モデルケース２に関する概算事業費について、前出の基本仕様を基に設計関係業者、設備業者より、取
扱店等からの提供情報や見積書をもとに算出した。 
 

図表 52 概算事業費（モデルケース 2） 

品名 部品・工事等 数量 単位 金額 

1、機器工事 

バッファータンク（給湯回路内蔵型）5,000L×6 台 
膨張タンク 1000L×1 基 
膨張タンク 500L×1 基 
三方弁装置 100φ×1式 
循環ポンプ 65A×1.5kw×1 台 
循環ポンプ 50A×1.5kw×1 台 
循環ポンプ 80A×3.5kw×1 台 
プレート式熱交換器 630kw×1 台 
プレート式熱交換器 500kw×1 台 
※設置工事費を含む 

1 式 14,164,000 円 

2、機械室配管工事 

白ガス管 100A×50m 
白ガス管 80A×40m 
白ガス管 65A×40m 
白ガス管 25A×20m 
白ガス管 20A×20m 
バタフライ弁 100A×8 個 
白ガス管 80A×16 個 
白ガス管 65A×8 個 
チャッキ弁 80A×3 個 
ゲート弁 25A×6 個 
ゲート弁 20A×20 個 

Y形ストレーナー 100A×2 個 
Y形ストレーナー 65A×2 個 
防振継手 フロネックス 80A×2 個 
防振継手 フロネックス 65A×4 個 
積算熱量計 65A×1 個 
自動エア抜き弁 20A×10 個 
圧力計 6 個 
温度計 20 個 
鋼製架台 1 式 
※設置工事費を含む 

1 式 7,162,920 円 

3、屋外配管工事 熱導管（保温材付）80φ×40ｍ 1 式 19,869,500円 

4、ロードヒーティング工事 

融雪パイプ敷設費 2,000 m2 
ワイヤーメッシュ 2,000 m2 
断熱シート施工 2,000 m2 
16 回路ヘッダー 6 組 

1 式 31,512,900 円 

直接工事費計      72,709,320円 

諸経費  1 式 19,590,680円 

計      92,300,000円 

消費税      9,230,000 円 

合 計      101,530,000円 

 
 
これらの事業費については、設計業者、設備取扱店の事情、発注方法や発注仕様条件により費用が変動

する。そのため、基本計画の検討のための参考用の概算事業費となる。なお、計画検討や関係事業者の都
合により内容が変更されることがある。 
また、詳細設計や実施設計時には、基本仕様の精査等による内容変更等されることがある。また、公共

事業ベース事業費試算に比べ、民間事業者ごとの見積基準を適応するため、システム仕様及び建設方法な
どの効率化とコスト低減化を図ることで、事業費を抑えることも可能である。 
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5.4 木質バイオマス熱供給による導入効果検証【経済性・環境性】 
 モデルケース１、モデルケース２におけるバイオマス熱供給による導入効果の経済性、環境性の検証を
おこなった。木質バイオマス熱供給のモデルケース条件から、想定される化石燃料（灯油）消費量から、
チップ、ペレット、薪といったバイオマス燃料と、電気を利用した際の比較を行い、ランニングコストの
シミュレーションをおこなった。試算条件については、以下の通り設定した。 
 

図表 53 木質バイオマス熱供給事業 モデルケース試算条件 

項目  数値 単位 摘要、条件 

燃料発熱量 灯油 36.27 MJ/L 低位発熱量 9.5 kWh/L、8,1874kcal/L 

 木質チップ 11.74 MJ/kg 樹皮（バーク）水分 35％、3.3 kWh/kg 、2,804kcal/kg 

 ペレット 18.42 MJ/kg 全木（大口）水分 8～10％、5.1 kWh/kg 、4,400kcal/kg  

 薪 15.02 MJ/kg 針葉樹（スギ）水分 20％ 4.2 kWh/kg 、3,589 kcal/kg 

機器効率 チップボイラ効率 80 ％ 設定値 （想定するチップボイラ効率 期待値） 

 ペレットボイラ効率 80 ％ 設定値 （想定するペレットボイラ効率 期待値） 

 薪ボイラ効率 80 ％ 設定値 （想定する薪ボイラ効率 期待値） 

 化石燃料ボイラ効率 80 ％ 設定値 （想定する化石燃料ボイラ効率 設定値） 

 ヒートポンプ COP 3.0  設定値 

燃料単価 化石燃料（灯油） 110  円/L 灯油 対象地：山形  直近（2022 年 3 月）平均価格より設定 

 木質チップ 2,000 円/m³ 庄司製材所 バイオマス熱供給 設定単価 

 ペレット 38 円/㎏ 庄司製材所 ペレット販売単価 

 薪 11,000 円/m³ （参考）薪（針葉樹｜スギ） 設定値 

 電気 22.0 円/kWh （参考）FIT電気を調達した場合の想定値 

燃料使用量 想定化石燃料使用量 8,000 L/年 モデルケース 1 真室川型住宅×8 棟 

  36,000 L/年 モデルケース 2 複合施設（コミュニティスペース、温浴場） 

  107,000 L/年 モデルケース２ 敷地融雪 2,000 ㎡ 

二酸化炭素排出係数 灯油 2.49 kg-CO2/L  

出典 「総合エネルギー統計 エネルギー源別標準発熱量 炭素排出係数(2020 年 1 月 31日改訂)」 経済産業省 資源エネルギー庁  

 
 

図表 54 木質バイオマス熱供給事業 モデルケース条件 

対象モデルケース 熱供給規模 年間エネルギー負荷 化石燃料（灯油）相当 想定 CO2削減量 

モデルケース 1 真室川型住宅×8軒 50 kW 59,834 kWh/年 8,000 L/年 89.6 t-CO2/年 

モデルケース 2 複合施設 130 kW 337,856 kWh/年 36,000 L/年 19.9 t-CO2/年 

  敷地融雪（2,000m2） 500 kW 840,000 kWh/年 107,000 L/年 266.4 t-CO2/年 
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（１） モデルケース 1（複合施設、敷地内融雪） 
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（２） モデルケース 2（複合施設） 
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（３） モデルケース 2（敷地内融雪） 
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6. 木質バイオマス熱利用によるエネルギーサービス事業の検討 

6.1 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業の検討 
 これまで、国内で取り組まれた、一般的なバイオマス関連の事業形態に関しては、地域内に林業・製材
業等がある自治体が、公共施設を対象に、バイオマス関連設備の導入と自治体境界線内での燃料調達を行
うような地域貢献を重視した地域内完結型のバイオマス事業が一般的となっている。 
 
 これは関連する民間事業者や地域内に林業、製材業が小規模な自治体では、バイオマス関連事業を実施
する際には、バイオマスの需給体制の構築などに制限がかかり、事業化を行う事に大変な負担を強いるこ
とになる。そのため、民間事業者や自治体の顧客となる一般的な施設へのバイオマス関連事業を展開する
際は、設備導入から燃料供給、運転管理などトータルでサポートを行い、最終的には熱エネルギーの販売
を行うなど需要者側の負担を軽減した提案型のエネルギーサービス事業が望まれる。 
地域内の関連する事業者が集まり、自ら事業計画を立てて、事業形成の知見を積み重ね、それぞれ対応

する領域で事業採算性を考慮しながら、全体のエネルギー需給の保証を行う保証型エネルギーサービス
事業の形成が求められる。 
 

6.1.1 エネルギーサービス事業について 

（１） 想定モデルのエネルギーサービス事業体に関わる連係事業者 

今後のエネルギーサービス事業体として関わりが想定される事業者は以下の通りです。これら事業者
間で連携、協議することが求められます。 

図表 55 エネルギーサービス事業 実施候補者 

実施事項 事業者候補 備考 

原料調達 山林所有者、素材生産業者、森林組合  

燃料生産（供給） 製材所、建設会社など  

設計施工 
設計事務所、測量事務所、建設会社 
地域内コンサルタントなど 

ボイラメーカー（外部連係） 

資金調達、金融支援 地元金融機関、  
運転管理、保守管理 民間事業者、設備事業者（メンテナンス会社）など  
需要先の開拓 国、地方自治体、施設関係者など  

 

① 事業関係者と合意形成（協議の場づくり） 

木質バイオマスエネルギー事業を行うには、川上から川下までのつながり多様な関係者が介在するこ
とになり、それら関係者との合意なくしては事業を成功に導くことはできない。特に地域住民でもある関
係者に議論に参加してもらうことで、思いもよらなかったアイデアや知恵を借りられることがある。その
地域特有のことは暮らす人達が一番よく知っており、貴重なアドバイザーである。一方で関係者が多いこ
とは、必ずしも全員が最初から主体的・協力的でないこともあり、そういった人たちにも事業への理解と
参画を促す意味でも、協議会のように意見交換を行える場を設けることが重要である。 
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6.1.2 木質バイオマス関連のエネルギーサービス形態 

 バイオマスの関連の導入事業を想定した場合、主な課題として、計画、設計等のソフト事業から、バイ
オマス関連設備は関連設備、設置工事、建屋建設などハード整備まで、いずれの工程も特有の専門性が求
められます。行政が管理する公共施設であれば、国庫補助金など活用してソフト事業（計画支援）から、
ハード事業（助成金）まで実施支援があり優遇されており負担を軽減する方策もありますが、民間企業が
事業を計画した場合は、計画、設備導入など、高額な事業費を捻出するため、資金調達が上手くいかずに
導入を断念するケースも多くみられる。 
 
 木質バイオマス関連設備においても、システムの選定やメーカーの設備の性能保証がどの程度の範囲
までであり、対応可能なのか不明瞭なところも多くなる。そのため、事業計画を立てていく中ではリスク
になり、実施決断を下せない中で頓挫していくケースも多くなる。 
また、燃料の調達や管理、木質バイオマスボイラの燃焼調整や灰掃除などのメンテナンスについて、特

有の運転管理を、通常は設備導入先となる施設側が対応することになり、従来業務に追従した作業が負担
となり結果として設備の不安定な運転管理になりがちである。 

 
現行で行われている国内のバイオマスエネルギー導入案件については、「計画」から「資金調達」、「燃

料調達」、「バイオマス関連設備の運転保守（メンテナンス等）」のいずれも顧客（需要者側）が対応する
体制が多くなっている。そこで、今後の地域内の木質バイオマスエネルギー導入の推進、拡大を図るため
には、従来体制を見直し、「計画」、「資金調達」、「燃料調達」、「設備運転保守」のセクションを事業とし
て対応する事が継続的に維持していくためには重要です。顧客側（需要者側）とエネルギーサービス事業
者と大別すると、それぞれセクションの対応パターンは以下のように想定されます。 
 

図表 56 木質バイオマス関連のエネルギーサービス形態パターン 

 計画 資金調達 燃料調達・供給 
設備運転、管理 
（メンテナンス等） 

従来体制 施設側（需要者） 施設側（需要者） 施設側（需要者） 施設側（需要者） 

エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
事
業 

形態① 施設側（需要者） 施設側（需要者） 施設側（需要者） エネルギーサービス事業者 

形態② 施設側（需要者） 施設側（需要者） エネルギーサービス事業者 施設側（需要者） 

形態③ 施設側（需要者） 施設側（需要者） エネルギーサービス事業者 エネルギーサービス事業者 

形態④ エネルギーサービス事業者 施設側（需要者） エネルギーサービス事業者 エネルギーサービス事業者 

形態⑤ エネルギーサービス事業者 エネルギーサービス会社 エネルギーサービス事業者 エネルギーサービス事業者 

 
 
 以上のエネルギーサービス事業者の体制や展開においては、地元関係業者と調整、協議を進め、条件に
応じた最適な対応体制を構築していく必要がある。 
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（１） 木質バイオマス熱供給におけるエネルギーサービス契約方式の検討 

 本計画の検討している木質バイオマス資源を活用した熱供給で、エネルギーサービス事業を行う場
合は、いくつかの契約方式が想定されます。主な契約方式は以下の通りです。 

図表 57 バイオマス熱供給のエネルギーサービス事業における主な契約方式 

契約形態 サービス内容 

１ バイオマス単価契約 
従来の一般的な取引形態でバイオマス単価を決めて消費量（購入量）に応じた金額
を顧客が支払う 

２ 燃料費削減成功報酬型契約 
従来の年間石油代に対し、バイオマス燃料に転換したことによって削減された費用
の一部をサービス料としてから顧客が支払う 

３ 化石燃料比較変動制熱単価契約 
化石燃料単価の変動に応じたバイオマスによる安価な熱単価を決め、施設が使用し
た熱量に応じた金額を顧客が支払う 

４ エネルギーサービス熱単価契約 
バイオマスシステム費用、運転管理、燃料調達などのサービス料を含めた一定の熱
単価を決め、施設が使用した熱量に応じた金額を顧客が支払う 

 
なお、エネルギーサービス事業の契約方式は、単一的ではなく、地元関係業者と調整、協議をすすめて、

条件に応じた最適な契約方式を決定していく必要がある。 
 

（２） 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業のリスクとメリット 

 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業を展開する上で、想定される要因と要素から影
響に関して、事業のリスクとメリットを下記に示す。 
 

図表 58 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業のリスクとメリット 

発生要素 要因源 想定される影響 リスク メリット 

化石燃料価格の下落 社会的要因 
熱需要者側でバイオマス関連のエネルギー源より化石燃料価格が低下
し、化石燃料由来のエネルギーシステム利用した方がコストが安い 

○  

化石燃料価格の上昇 社会的要因 
バイオマスシステムの運転管理、バイオマス燃料価格を踏まえた損益
分岐点以上の化石燃料価格が高騰した場合に、利益が発生 

 ○ 

仕入れ木質燃料価格の高騰 
川上、 
川中事情 

地域内の森林管理、林業体制の衰退、国庫補助など林業政策の見直し 
FIT発電用との原料生産の競合激化 

○  

熱エネルギー購入量の減少 川下事情 
熱販売先となる施設での熱消費量の縮小 
より安価な先進的エネシステムの設定が必要 

○  

熱供給導管の公道利用制限 行政判断 事業者倒産時の撤去リスクヘッジのため自治体関与を条件付け ○  

出口戦略（終了、更新時） 事業者 償却後の設備更新、事業終了の撤去 ○  

 
 主に木質バイオマスエネルギーを化石燃料の代替として利用する場合、化石燃料価格の低下により経
済メリットが失われる可能性がある。過去の化石燃料価格の変動をみると、国際社会情勢による影響か
ら、灯油や A 重油の価格は 1 年で倍以上に急騰または急落することもあり、社会情勢による変動がみら
れる。そのためエネルギー供給する熱販売価格を取り決める際に、化石燃料価格の長期的な変動を考慮す
る必要がある。 



 

51 

（３） エネルギーサービス事業としての資金調達イメージ 

 エネルギーサービス事業として、施設の管理者が行政等への熱供給を行う場合と、民間事業者へ熱供給
を行う場合の２つのパターンから資金調達の仕組みを以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 59 事業スキームと資金調達の仕組み（左：行政対象）（右：民間事業者対象） 

 
 
 木質バイオマス導入に関しては事業特性として、事業性を高く見込みにくい、サプライチェーンが多く
変動要素が多く結果リスク算定項目が多いことがあげられる。そのためバイオマス設備の導入において
は、国や県の設備導入における補助金や金融機関の融資等を想定される。 
比較的容易に資金調達が可能な場合は、設備投資における資金調達を熱需要者側が行うことになる。一

方で資金調達を容易にできない場合は、熱供給を行う事業体が設備リース等の仕組みを用い、設置者（サ
ービス提供者）にサービス料の回収という形で実際の資金調達の役割を担うことが考えられる。 
 
  

行政版 【エネルギーサービス事業体】 

＜提供サービス内容＞ 

①導入設備の選定・設計        ②設備の調達・工事  

③設備の運用・保守     ④事業採算性評価・経費削減サポート 

⑤資金調達支援（補助金獲得等）  ⑥設備リース 

※設備導入 

【エネルギー需要側】 行政等（公共施設） 

サービス料支払い 

（複数年均等価格） 

金融機関 

サービス契約 

返済 融資 

国・県 

補助金 

返済 融資 補助金 

民間版 【エネルギーサービス事業体】 

＜提供サービス内容＞ 

①導入設備の選定・設計        ②設備の調達・工事  

③設備の運用・保守     ④事業採算性評価・経費削減サポート 

⑤資金調達支援（補助金獲得等）  ⑥設備リース 

※設備導入 

【エネルギー需要側】 民間事業者 

サービス料支払い 

（複数年均等価格） 

金融機関 

サービス契約 

国・県 

返済 融資 補助金 

補助金 
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（４） 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業の資金調達の方法 

 木質バイオマス関連の事業実施に必要な資金のうち、自己資金でどの程度を負担し、残りを外部からど
のように調達するか検討する必要がある。 
資金調達のリスクや制約を最小限にするためには、自己資金を用いる方が安全であるため、自己資金で

の実施可能性を検討し、それが難しい場合に外部資金調達を検討することが求められる。外部からの資金
調達手法には、主として融資と出資の 2 種類があるが、木質バイオマスエネルギー事業のような政府が
推進する事業の場合は、補助金等を活用する方法がある。それぞれに特徴や留意事項が異なる。 
木質バイオマス関連事業の実施には、バイオマス調達からエネルギー供給まで様々な関係者との連携

が必須です。そこで、安定経営の実現を目的に、共同出資を通じて関係者間で事業目的を十分に共有し連
携を強固にすることで、事業リスクを軽減することが可能です。また、事業開始後に、初期費用や運用費
が当初予定から変更になる事態も想定される。 
事業実施地域の木質バイオマス調達に係る競争が激化し、予定よりも調達価格が上昇する等の事態も

ありえる。そこで事業期間中の計画変更リスクに耐えうる資金調達計画を立てる事が重要である。 
 

図表 60 外部資金調達手法の比較 

項目 
一般的な外部資金の調達手法 そのほかの手法 

融 資 出 資 補助金等 

主な特徴  金利をともなう返済を要する
資金 

 借入金を増加させる手法 

 返済は不要だが配当を必要と
する資金 

 新株等の発行によって自己資
本を増加させる手法 

 国や地方公共団体が 推進す
る事業等に対して提供される
資金 

メリット  経営の自由度を保持できる 
 出資金を抑制できる 

 返済を必要としない 
 事業成功に向けて資金以外の
協力を得ることが可能な場合
もある 

 計画どおりに事業が推進され
れば、基本的に返済は不要 

デメリット  元本および利息を返済する必
要がある 

 出資者が経営に関与するた
め、経営の自由度が低下する
場合もある 

 事業内容に条件があり、常に
利用可能ではない 

 実際の支出後に補助金が支払
われるため、事業実施中に、
つなぎ融資等が必要 

 

留意事項  事業主体の信用力によって、
融資の条件や融資の可否が異
なる 

 返済期間や猶予期間について
金融機関と相談する必要があ
る 

   制度によっては、事業終了時
に設備を簿価で買い取る必要
がある 

 制度によっては、目的外使用、
改造、処分等を行う際は国庫
納付金の支払や経済産業大臣
の承認が必要* 

主な調達先  銀行 
 信用金庫 等 

 自己資金 
 事業パートナー（他企業）か
らの出資 

 ベンチャーキャピタル等 

 国 
 地方公共団体 等 

「補助事業等により取得し又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて」平成 16･06･10 会課第 5 号（改正：平成 20 年 6 月 6 日）参照 
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6.2 木質バイオマス熱供給によるエネルギーサービス事業展開イメージ・体制モデル 
 

（１） 本計画における木質バイオマス供給事業の展開イメージ 

 木質バイオマス熱利用事業については、木質バイオマスエネルギーによる熱供給事業を実施するがで
きれば、地域内に木質チップ燃料生産・供給需要が生まれ、その燃料を生産するための原料として、県内
の森林からの木材伐出、活用が見込まれる。これら木質バイオマスエネルギーの利用を地域で進めること
で、地域経済にも大きな効果が期待される。地域で木質バイオマスエネルギーの本格的な普及を進め、か
つ地域経済への効果の拡大を図るためには、民間事業者によるエネルギーサービスという形で長期的な
ビジネスとして定着させることが有効である。 
本計画で想定モデルしているエネルギーサービス事業については、エネルギーの需要先とは異なる熱

利用事業者が木質バイオマス設備を設置して、需要先の給湯、暖房等の熱需要に合わせて熱販売行うこと
を指す。事業展開から、行政や民間事業者で協議を行いながら、エネルギーサービス事業の新たな仕組み
について検討していく事が求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 61 木質バイオマス熱利用のエネルギーサービス事業体制イメージ（案）  
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7. 関連法令調査 
 本計画で検討している事業形態や規模から、対応が必要な法規制を整理する必要がある。バイオマス事
業化に関わる各種法規制は様々あり、いくつか調査段階から許認可取得に向けた準備が必要となる。 
立地候補地によっては、都市計画法や農地法などによる制限を受け、煩雑な手続きが必要になる可能性も
ある。さらに許認可取得が必要だということに後から気付くと思わぬ費用がかかる可能性もあるため、早
い段階から法規制の内容を確認し、計画している事業内容と照らし合わせる必要がある。 
 

図表 62 原料調達に関連する法律一覧 

関連法令 許認可、手続き等 手続きが必要となる場合 検討時期 

森林法 
森林計画制度における森林
経営計画 

間伐材等由来の木質バイオマス」区分での調達を検討する場合 調査段階 

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律 

産業廃棄物収集運搬業の許
可手続等 

＜廃棄物処理業＞ 
廃材処理費を徴収（逆有償）し、収集、運搬、処分を業として行う場合
＜廃棄物処理施設＞一定規模以上の処理施設を設置する場合 

調査段階 

 

図表 63 エネルギー利用（熱）に関連する法律一覧 

関連法令 許認可、手続き等 手続きが必要となる場合 検討時期 

熱供給事業法 
事業認可申請、供給規定認可、届出、 
導管工事計画届出、保安規程届出 等 

熱を供給する事業を行う場合 
（加熱能力の合計が 21GJ/h以上の場合） 

調査段階 

エネルギーの使用の合理化
に関する法律（省エネ法） 

当該工場のエネルギー消費量に応じ一定人
数(1～4 名)の「エネルギー管理者」を選任 

第一種エネルギー管理指定工場に指定された場合
（年間エネルギー使用量原油換算 3000kl 以上） 

調査段階 

 

図表 64 プラント立地に関連する法律一覧 

関連法令 許認可、手続き等 手続きが必要となる場合 検討時期 
国土利用計画法 土地売買届出手続 土地売買等の契約を締結した場合 

･市街化区域:2,000 ㎡以上  ･市街化調整区域:全て 
･都市計画区域:5,000 ㎡以上 ･上記以外の区域:10,000 ㎡以上 

調査段階 

都市計画法 開発許可手続 開発行為をしようとする場合 
･市街化区域:1,000 ㎡以上  ･市街化調整区域:全て 
･区域区分が定められていない都市計画区域及び準都市計画区域:3,000 
㎡以上 
･都市計画区域及び準都市計画区域外の区域:1ha 以上 
※再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ施設の建設にあたり､建築物の建築を伴う土地の区画
形質の変更があれば開発許可が必要となるものであって､すべての再生
可能ｴﾈﾙｷﾞｰ施設の建設が開発許可の対象となるわけではない｡ 

調査段階 

土地区画整理法 土地区画整理事業の施行地
区内における建築行為等の
許可手続 

施行地区内において､土地区画整理事業の施行の障害となるおそれがあ
る土地の形質の変更若しくは建築物その他の工作物の新築､改築若しく
は増築を行い､又は移動の容易でない物件※の設置若しくは堆積を行お
うとする場合 
※その重量が 5t をこえる物件(容易に分割され､分割された各部分の
重量がそれぞれ 5t 以下となるものを除く｡) 

調査段階 

農地法 農地転用許認可手続 農地を農地以外のものにする場合又は農地を農地以外のものにするた
めに所有権等の権利を設定又は移転する場合 

調査段階 

農業振興地域の整備
に関する法律 

 なお､農用地区域内の土地については､農用地区域から除外するために
市町村の農業振興地域整備計画を変更しなければならない｡ 

調査段階 

工場立地法 特定工場新設届出書、 
実施制限時間の短縮申請書 

敷地面積 9,000 ㎡以上又は建築面積 3,000 ㎡以上の規模の製造業等
に係る工場を新設又は変更する場合(水力､地熱及び太陽光発電所は除
かれている) 

調査段階 
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図表 65 プラント建設および設計に関連する法律一覧 

関連法令 許認可、手続き等 手続きが必要となる場合 検討時期 

建築基準法 建築確認申請･工事完了検査 
建築物を建てる場合に申請｡ 
一定規模以上の建築物は適合性判定機関の審査も必要 

設計段階 

消防法 

危険物設置許可申請書 
(取扱所､貯蔵所､製造所) 
消防用設備等着工届出書 
予防規定認可申請書 
危険物保安監督者選任届出書 

潤滑油､非常用兼用発電機の燃料等が指定数量以上ある場
合 

設計段階 

高圧ｶﾞｽ保安法 

高圧ｶﾞｽ製造許可申請､ 
危険予防規定認可申請書､ 
高圧ｶﾞｽ製造保安統括者等届出書､ 
冷凍保安責任者届出書､ 
特定高圧ｶﾞｽ取扱主任者届出書､ 
高圧ｶﾞｽ貯蔵所設置許可申請書 

(定義)常温で圧力が 1MPa 以上となる圧縮ｶﾞｽ等 
(製造)ｶﾞｽを製造する能力が 100m³/日以上の場合 
(貯蔵)LPG 等の貯蔵量が 300m³ 以上の場合 
(特定高圧ｶﾞｽ消費) 
LPG 等と 300m³  以上貯蔵、消費する場合 

設計段階 

景観法 建築物等の新築等の届出 該当性および届け出ないよう､景観配慮の内容の確認 設計段階 

道路法 道路法に基づく車両制限 

一般的制限値(最高限度): 
幅 2.5m､長さ 12.0m､高さ 3.8m､ 
総重量 20.0t､軸重 10.0t､ 
輪荷重 5.0t､最小回転半径 12.0m 等 

設計段階 

道路交通法 道路使用許可等手続 
道路において工事､作業､祭礼行事を行う場合や工作物を設
置する場合 

設計段階 

航空法 昼間障害標識設置物件の届出 
煙突､鉄塔その他国土交通省令で定める物件で地表または
水面から 60m 以上の高さのもの､航空機の航行の安全を著
しく害するおそれがある場合 

設計段階 

電波法 
伝搬障害防止区域における高層建
築物等に係る届出 

電波伝搬障害防止区域内に建築を予定している高層建築物
(地表高 31m をこえる建築物)等が､重要無線通信に障害
を及ぼすと判断される場合 

設計段階 

労働安全衛生法 

共同企業体代表者届出書､ 
総括安全衛生管理者専任報告､ 
安全管理者専任報告､ 
排熱ﾎﾞｲﾗｰ設置届出(報告)書 
衛生管理者選任報告 
産業医選任届出書 
作業主任者選任届出書 

(排熱ﾎﾞｲﾗｰ)発電用以外で､同法施行令で定義されたﾎﾞｲﾗｰ
の場合 

設計段階 

労働基準法 

労働者名簿､賃金台帳､ 
時間外、休日労働に関する届出､ 
就業規則(常時 10 人以上を使用
している場合)等 

労働者を雇い入れた場合 設計段階 
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8. 国庫補助事業 
 令和 4年度におけるバイオマス関連の「計画策定」、「調査設計」、「施設整備」などに活用可能性のある
国庫補助は下記の通りとなる。 

（１） バイオマス関連事業に活用できる国庫補助【令和 4年度】 

省庁 施 策     支援類型 

総務省 
地域力創造
グループ地
域政策課 

地域経済循環創造事
業交付金 
分散型エネルギーイ
ンフラプロジェクト 

分散型エネルギーインフラプロジェクトの支援 
地方公共団体を核として、バイオマス等の地域資源を活用
した地域エネルギー事業を立ち上げる分散型エネルギーイ
ンフラプロジェクトについて、マスタープランの策定を支
援する 
とともに、関係省庁と連携して事業化まで徹底したアドバ
イス等を実施することで、エネルギーの地産地消を推進 
○地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社
及び金融機関等、地域の総力を挙げて、地域ごとに最適化
しながら、バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源を活用
した地域エネルギー事業を次々と立ち上げ、地域経済循環
を創造する。 
○災害時も含めた地域エネルギーの自立を実現し、里山の
保全、温室効果ガスの大幅削減も目指す。 
○マスタープランの策定段階から事業化まで、総務省に窓
口を設け、関係省庁タスクフォース（農林水産省、資源エ
ネルギー庁、国土交通省、環境省）と連携して徹底したア
ドバイス等を実施 
  

＜補助対象＞  
地方公共団体が定める地域の特性を活かし
たエネルギー供給事業導入計画（マスター
プラン）の策定費用 
＜補助対象額＞ 
2,000 万円（上限。ただし、他の地方公共団
体と共同実施する場合は原則 4,000 万円） 
＜補助率＞ 
原則 1/2 
財政力指数 0.5 未満市町村は 2/3 
財政力指数 0.25 未満市町村は 3/4 
新規性、モデル性の極めて高い事業計画は 
10/10 

計画策定 

総務省 
地域力創造
グループ地
域政策課 

地域経済循環創造事
業交付金 
ローカル 10,000 プロ
ジェクト 

ローカル脱炭素プロジェクトによる事業立上げの重点支援 
・地域脱炭素と持続的な地域経済循環に貢献するため、地
方自治体、金融機関、企業、エネルギー等の地域の関係者
が連携して立ち上げる、地域の資源と資金を活用した脱炭
素に向けた取組を資金面から強力に後押し 
・このため地域金融機関等から ESG 投融資を受ける新規
性・モデル性の極めて高い事業について、地域経済循環創
造事業交付金で新たに重点支援 
 
○ 支援の対象となる事業は、地域資源を活かした先進的で
持続可能な事業であって、地域経済の循環効果を創出する
事業であり、以下の要件を満たすこと 
・事業の実施により、地方公共団体の負担により直接解
決・支援すべき公共的な地域課題への対応の代替となる事
業であること 
・他の同様の公共的な地域課題を抱える地方公共団体に対
する高い新規性・モデル性があること 
 
■事業の内容・要件 
○ 地域金融機関から融資を受けて事業化に取り組む民間事
業者が事業化段階で必要となる初期投資費用について、都
道府県又は市町村が助成を行う場合に国が支援 
■融資比率 
地域金融機関から受ける融資額が公費による交付額(国費＋
地方費)と同額以上 
■公費による交付額の上限 
原則 2,500 万円 
融資額（又は出資額）が公費による交付額の 1.5 倍以上 2 倍
未満の場合は上限 3,500 万円 、2 倍以上の場合は上限
5,000 万円 
  

■補助率 
国等が開発・支援して実証段階にある新技
術を活用した事業等であって、全くの新規
分野における事業の立ち上げであり、 
・新規性・モデル性の極めて高い事業は 10
／10 
・上記以外は、原則、公費による交付額の 1
／2 
・条件不利地域で財政力の弱い市町村（財
政力指数 0.5 未満）は 2／3 
・特に財政力の弱い市町村（財政力指数
0.25 未満）は 3／4 
○ 地域金融機関から、無担保（交付金事業
により取得する財産に担保権を設定する場
合を除く。） 
・無保証の融資を確保すること（事業キャ
ッシュフローの継続的な把握によるコンサ
ルティング機能が発揮されること） 

施設整備 
機械装置費 
備品費など 
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（２） バイオマス関連事業に活用できる国庫補助【令和 4年度】 

省庁 施 策 事業内容 事業条件 支援類型 

農林水産省 
大臣官房環境バイ
オマス政策課 

みどりの食料システム戦略推
進交付金 
地域循環型エネルギーシステ
ム構築 
（未利用資源のエネルギー利
用促進への対策調査支援） 

木質バイオマス施設等における利用資源の投入・混合利用
を促進するため、①既存ボイラ形式等の仕様・運用実態等
の調査。②前処理工程に関する調査、③収集・運搬方法に
関する事例収集・分析、④炉への影響に関する検証。⑤混
合利用による効果の検証、等の取組を支援 
※地域の特色ある農林水産業や資源を生かした持続的な食
料システムの構築を支援し、モデル的先進地区を創出 
② 科学技術の振興に資する以下のモデル的取組を支援 
エ 地域資源を活用した地域循環型エネルギーシステムの構
築 
  

■事業形態 
定額（1/2 以内）等 
＜事業の流れ＞ 
国→（定額）→都道府県→
（定額）→市町村等 

調査設計 

農林水産省 
大臣官房環境バイ
オマス政策課 
（林野庁） 

みどりの食料システム戦略推
進交付金 
バイオマス地産地消対策 
（地産地消型バイオマスプラ
ントの導入） 

家畜排せつ物、食品廃棄物、農作物残渣等の地域資源を活
用し、売電に留まることなく、熱利用、地域レジリエンス
強化を含めた、エネルギー地産地消に向けて、（ア）事業
化の推進（事業性の評価、調査、設計）、（イ）バイオマ
ス利活用施設整備、を支援 
※地域の特色ある農林水産業や資源を生かした持続的な食
料システムの構築を支援し、モデル的先進地区を創出 
③ 有機農業の団地化や学校給食等での利用等のモデル的取
組やエネルギー地産地消の実現に向けたバイオマスプラン
トの導入等を支援 
  

■事業形態 
定額（1/2 以内）等 
＜事業の流れ＞ 
国→（定額）→都道府県→
（定額）→民間団体等 

調査設計 
施設整備 

農林水産省 
林野庁木材利用課 

森林・林業・木材産業グリー
ン成長総合対策 
林業・木材産業成長産業化促
進対策（木質バイオマス利用
促進施設整備） 

木材産業等の競争力強化を図るため、意欲と能力のある林
業経営者との連携を前提に行う、輸入木材不足への対応と
して国産材の供給力強化に資する木材加工流通施設、木質
バイオマス利用促進施設、特用林産振興施設、木造公共建
築物等の整備を支援 
■木材産業等競争力強化対策 
・地域連携の下で熱利用又は熱電併給に取り組む「地域内
エコシステム」を重点的に支援 
  

■事業形態 
定額（1/2、1/3 以内等）等 
＜事業の流れ＞ 
国→都道府県→ 林業経営体等 

施設整備 

農林水産省 
林野庁木材利用課 

森林・林業・木材産業グリー
ン成長総合対策 
木材需要の創出・輸出力強化
対策（「地域内エコシステ
ム」推進事業） 

木質バイオマスの熱利用を行う「地域内エコシステム」の
構築に向け、地域における合意形成、技術開発、技術面で
の相談・サポート等の取組を支援 
※「地域内エコシステム」の構築のための川上、川中、川
下の連携を推進 
  

■事業形態 
定額、等 
＜事業の流れ＞ 
国→（定額委託）→民間団体
等→自治体等 

計画策定
調査設計 

経済産業省 
資源エネルギー庁 
省エネルギー・新
エネルギー部 
新エネルギー課 
（農林水産省連携
事業） 

木質バイオマス燃料等の安定
的・効率的な供給・利用シス
テム構 築支援事業 

事業目的・概要 
 バイオマス発電は、我が国のエネルギー多様化、地球温
暖化対策等に貢献する電源であるだけではなく、地域活性
化にも資する地域分散型の地域活用エネルギー源として期
待されている。しかし燃料コスト低減や長期にわたる安定
的な原料調達の確保等の課題がある。 本事業では以下のよ
うな支援策の実施により、森林・林業等と持続可能な形で
共生する木質バイオマス燃料等の安定的・効率的な供給・
利用システムの構築・商慣行定着を目指す。 
①新たな燃料ポテンシャル（早生樹、広葉樹等）の開拓・
利用促進に向けて、1 年目の結果を踏まえて、本格的な育林
方法等に関する実証を開始 
②安定した品質と量の燃料調達・確保を可能とするチッ
プ・ペレット等バイオマス燃料の安定的・効率的な製造・
輸送等システムの構築に向けて機器・システムの開発や実
機を用いた検証等を実施 
③燃料材（チップ、ペレット）の品質の規格等を策定 
  

■事業形態 
委託・補助（2/3）等 
 
＜事業の流れ＞ 
国→（交付金） 
→新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO） 
→（委託・補助）→民間企業
等 

①② 
実証事業 
 
③ 
委託事業 
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（３） バイオマス関連事業に活用できる国庫補助【令和 4年度】 

省庁 施 策 事業内容 事業条件 支援類型 

環境省 
大臣官房地域脱
炭素推進総括官
グループ 
地域脱炭素事業
推進調整官室 

地域脱炭素移行・再エネ推
進交付金 

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対して、「地域脱炭素
移行・再エネ推進交付金」により支援 
我が国では、2050 年カーボンニュートラルの実現とともに、2030 年
度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46%削減する目標の実現に
向けて、再生可能 
エネルギーの主力電源化が求められている。本事業は、「地域脱炭素
ロードマップ」（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実現会議決
定）及び地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）に基
づき、脱炭素事業に意欲的に取り組む地方自治体等を複数年度にわた
り継続的かつ包括的に支援するスキームとして交付金を設け、改正地
球温暖化対策推進法と一体となって、少なくとも 100 か所の「脱炭素
先行地域」で、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組を実
施するとともに、脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実施し、各地
の創意工夫を横展開することを目的とする。 
意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対し複数年度にわたり
継続的かつ包括的に交付金により支援します。 
１．脱炭素先行地域づくり事業への支援 
（交付要件）脱炭素先行地域に選定されていること 等（一定の地域
で民生部門の電力消費に伴う CO2 排出実質ゼロ達成等） 
（対象事業）再エネ設備の導入に加え、再エネ利用最大化のための基
盤インフラ設備（蓄電池、自営線等）や省 CO2 等設備の導入、これ
らと一体となってその効果を高めるために実施するソフト事業を対象 
２．重点対策加速化事業への支援 
（交付要件）屋根置きなど自家消費型の太陽光発電や住宅の省エネ性
能の向上などの重点対策を複合実施等 
  

■事業形態 
交付金 
・脱炭素先行地域づくり事業  原則
2/3 
※財政力指数が全国平均（0.51）以下
の自治体は一部 3/4 
・重点対策加速化事業 2/3～1/3 等 
■補助・委託対象 
地方公共団体等 
■実施期間 
令和４年度～令和 12 年度 
 
＜事業の流れ＞ 
①地方公共団体のみが事業を実施する
場合 
国→地方公共団体 
②民間事業者等も事業を実施する場合 
国→地方公共団体→民間事業者等 

計画策定 
施設整備 
など 

環境省 
地球環境局 
地球温暖化対策
事業室 
 
（経済産業省・
国土交通省・厚
生労働省連携事
業） 

脱炭素イノベーションによ
る地域循環共生圏構築事業 
 
（１）地域の自立・分散型
エネルギーシステム構築支
援事業  

再エネ自給率最大化と災害時のレジリエンス強化を同時実現する自
立・分散型エネルギーシステムの構築を通じて、2050 年カーボンニ
ュートラル・脱炭素社会の実現に向けた先導的モデルを構築 
① 地域の再エネ自給率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型
地域エネルギーシステム構築支援事業 
地方公共団体と民間事業者との共同により、地域の再エネ・蓄電池・
自営線等を活用した、地産地消の自立・分散型エネルギーシステム構
築のための計画策定や設備等導入に対して支援 
② 地産地消の自立・分散型エネルギーシステムに係る調査検討事業
（委託） 
地域再エネを活用した地産地消の分散型エネルギーシステムの普及施
策の検討や、補助事業に係る取組の評価検証等  

■事業形態 
①間接補助事業 計画策定 3/4 設備
等導入 2/3 
②委託事業 定額 
＊①において EVを購入により導入する場合について
は、通信・制御機器、充放電設備又は充電設備とセッ
トで外部給電可能な EVを導入する場合に限り、蓄電
容量の 1/2×4万円/kWhを補助（上限あり） 

■委託先及び補助対象 
民間事業者・団体 
地方公共団体等 
■実施期間 
令和元年度～令和５年度 

計画策定 
施設整備 

環境省 
大臣官房環境計
画課 
環境省環境再
生・資源循環局
廃棄物適正処理
推進課浄化槽推
進室 

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する公共施設
への自立・ 分散型エネルギ
ー設備等導入推進事業 

災害・停電時に公共施設へエネルギー供給が可能な再生可能エネルギ
ー設備等の導入を支援 
地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実
現会議決定）において、国・自治体の公共施設における再生可能エネ
ルギーの率先導入が掲げられ、また、昨今の災害リスクの増大に対
し、災害・停電時に公共施設へのエネルギー供給等が可能な再エネ設
備等を整備することにより、地域のレジリエンス（災害や感染症に対
する強靱性の向上）と地域の脱炭素化を同時実現する。公共施設（※
１）への再生可能エネルギー設備等の導入を支援し、平時の脱炭素化
に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能とする。 
①：防災・減災に資する再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー
活用設備、コジェネレーションシステム（CGS）及びそれらの附帯設
備（蓄電、充放電設備・充電設備、自営線、熱導管等）並びに省
CO2 型設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導入する
費用の一部を補助（※2）CO2 削減に係る費用対効果の高い案件を採
択することにより、再エネ設備等の費用低減を促進。 
※１ 地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた
公共施設又は 業務継続計画により災害等発生時に業務を維持するべ
き施設（例：防災拠点・避難施設・広域防災拠点・代替庁舎 など） 
②：再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う事
業の費用の一部を補助 
  

■事業形態 
①都道府県・指定都市：1/3 
①市区町村（太陽光発電又は
CGS）：1/2 
①市区町村（地中熱、バイオマス熱
等）及び離島：2/3 （注）共同申請
する民間事業者も同様 
※EV については、通信・制御機器、
充放電設備又は充電設備とセットで外
部給電可能な EV に蓄電容量の 1/2
（電気事業法上の離島は 2/3）×4 万
円/kWh を補助（上限あり）。 
②1/2（上限：500 万円/件） 
■補助・委託対象 
地方公共団体、民間事業者・団体等
（エネルギーサービス・リース・
ESCO 等を想定） 
■実施期間 
令和３年度～令和７年度 

施設整備 
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（４） バイオマス関連事業に活用できる国庫補助【令和 4年度】 

省庁 施 策 事業内容 事業条件 支援類型 

環境省 
大臣官房環境計
画課・環境影響
評価課 

地域脱炭素実現に向けた再
エネの最大限導入のための
計画づくり支援事業 
 
（１）地域再エネ導入を計
画的・段階的に進める戦略
策定支援 

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設定・意欲的な脱炭素の取組
に関する計画策定、合意形成に関する戦略策定、公共施設等への太陽光発
電設備等の導入調査支援、官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体
制構築、事業の持続性向上のための地域人材育成に関する支援 
（１）地域再エネ導入を計画的・段階的に進める戦略策定支援 
①2050 年を見据えた地域再エネ導入目標策定支援 
中長期的に脱炭素化を図り持続可能でレジリエントな地域を実現し、地域
循環共生圏を構築するため、長期目標として 2050 年を見据えて、どの再エ
ネを、どれくらい、どのように導入し、有効活用するかについて、地域全
体で合意された目標を定めるための調査検討や合意形成を支援 
②円滑な再エネ導入のための促進エリア設定等に向けたゾーニング等の合
意形成支援 
地域が主導し、地域が裨益する円滑な再エネ導入が期待できるエリアであ
る促進エリア設定等に向けたゾーニング等の取組と、それに向けた調査検
討や、地域住民等による合意形成等を支援 
③公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査支援 
地域の脱炭素化を促進するにあたり、再エネの利用促進のため、未設置箇
所（公共施設、ため池等）における発電量調査や日射量調査、屋根・土地
形状等の把握、現地調査等、太陽光発電その他の再エネ設備の導入に向け
た調査検討等を支援  

■事業形態 
間接補助（定率） 
①②③ 定率３／４ 
■補助・委託対象 
①②地方公共団体 
③地方公共団体 
（共同実施に限り民間事業者も対象） 
■実施期間 
令和３年度～令和５年度 
※(１）③は令和 4 年度～ 計画策定 

環境省 
大臣官房環境計
画課・環境影響
評価課 

地域脱炭素実現に向けた再
エネの最大限導入のための
計画づくり支援事業 
 
（２）官民連携で行う地域
再エネ事業の実施・運営体
制構築支援 

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設定・意欲的な脱炭素の取組
に関する計画策定、合意形成に関する戦略策定、公共施設等への太陽光発
電設備等の導入調査支援、官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体
制構築、事業の持続性向上のための地域人材育成に関する支援 
（２）官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築支援 
地域再エネ導入目標に基づき、地域再エネ事業を実施・運営するため官民
連携で行う事業スキーム（電源調達～送配電～売電、需給バランス調整
等）の検討から、体制構築（地域新電力等の設立）、事業性確認のための
現地調査を支援 
・事業スキーム検討 
（例：再エネ調達方法（自社開発、地域内企業との協定締結による調達な
ど）、地域内での需要確保、収益の地域還元方法） 
・事業性検討 
（例：事業の採算性評価、出資主体間の合意） 
・事業体（地域新電力等）設立に必要となる需給管理システム、顧客管理
体制の構築等 
・専門人材確保 
（例：事業運営に必要な人材の専門分野の特定、雇用確保） 
・事業の実施・運営体制の構築に必要な予備的な実地調査 
（例：再エネ設備導入予定の区域における設備導入に必要な自然的条件等
に関する予備的調査） 

■事業形態 
間接補助（定率 2/3、1/2、1/3） 
＜補助率について＞ 
事業の実施の結果として構築される実
施・運営体制に対して以下の出資比率
により算出 
◆地方公共団体若しくは地域金融機関
又はこれらの両方が出資し、かつ当該
地方公共団体、地元企業（地域金融機
関を含む）・団体及び一般市民の出資
額が資本金額の 50％を上回る場合は 
2/3 
◆地元企業・団体及び一般市民の出資
額が資本金額の 50％を上回る場合並
びに地方公共団体が出資する場合 
1/2 
◆上記以外の場合 1/3 
■補助・委託対象 
地方公共団体 
（共同実施に限り民間事業者も対象） 
■実施期間 
令和３年度～令和５年度  

計画策定 

環境省 
大臣官房環境計
画課・環境影響
評価課 

地域脱炭素実現に向けた再
エネの最大限導入のための
計画づくり支援事業 
 
（３）地域の脱炭素化実装
に向けたスタートアップ支
援事業 

地方公共団体等による地域再エネ導入の目標設定・意欲的な脱炭素の取組
に関する計画策定、合意形成に関する戦略策定、公共施設等への太陽光発
電設備等の導入調査支援、官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体
制構築、事業の持続性向上のための地域人材育成に関する支援 
（３）地域の脱炭素化実装に向けたスタートアップ支援事業 
地域再エネ事業の実施に必要な専門人材を育成し、官民でノウハウを蓄積
するための地域人材のネットワーク構築や相互学習、促進エリア設定の事
例や合意形成手法等のガイド作成、また地方環境事務所を核として地域の
現状に応じた脱炭素の取組について支援 
① 地域人材に対する研修・コンサルティングやネットワーク構築を通じた
活動支援 
地域再エネ事業の持続的な実施に必要な地域中核人材を育成し、他地域の
中核人材やこれから取り組む地域の人材とのネットワークや相互学習の体
制を構築する。 
② 促進エリア設定の事例・合意形成手法等のガイド作成・横展開 
地域で実践した促進エリア設定時における特徴的な事例の収集や、促進エ
リア設定の際の環境配慮や合意形成の手法等を取りまとめ、他地域での展
開を図る。 
③ 地方環境事務所における地域の脱炭素化実装に向けた支援事業 
地方環境事務所が核となり、各省地方支分部局と連携して、地域の再エネ
の利用促進等のための取組や、地域の企業や外部有識者等と連携して、地
域に根ざした脱炭素取組を推進する。 

■事業形態 
 (3)委託事業 
■補助・委託対象 
(3)民間事業者・団体等 
■実施期間 
令和３年度～令和５年度 
※（３）③は令和４年度～ 

計画策定 
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8.1.2 バイオマス熱利用事業に関する国庫補助（ハード整備） 

 

① 【参考】地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（環境省） 
事業内容 事業条件 支援類型 省庁 

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対して、「地域脱炭素移行・再エネ推
進交付金」により支援 
本事業は、「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実
現会議決定）及び地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）に基づき、脱
炭素事業に意欲的に取り組む地方自治体等を複数年度にわたり継続的かつ包括的に支
援するスキームとして交付金を設け、改正地球温暖化対策推進法と一体となって、少
なくとも 100 か所の「脱炭素先行地域」で、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行
的な取組を実施するとともに脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実施し、各地の創
意工夫を横展開することを目的とする。意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等
に対し複数年度にわたり継続的かつ包括的に交付金により支援 
１．脱炭素先行地域づくり事業への支援 
（交付要件） 
脱炭素先行地域に選定されていること 等 
（一定の地域で民生部門の電力消費に伴う CO2 排出実質ゼロ達成等） 
（対象事業） 
再エネ設備の導入に加え、再エネ利用最大化のための基盤インフラ設備（蓄電池、自
営線等）や省 CO2 等設備の導入、これらと一体となってその効果を高めるために実施
するソフト事業を対象 
２．重点対策加速化事業への支援 
（交付要件）屋根置きなど自家消費型の太陽光発電や住宅の省エネ性能の向上などの
重点対策を複合実施等  

■事業形態 
交付金 
・脱炭素先行地域づくり事業  
原則 2/3 

※財政力指数が全国平均（0.51）以下
の自治体は一部 3/4 
・重点対策加速化事業 2/3～1/3 等 
■補助・委託対象 
地方公共団体等 
■実施期間 
令和４年度～令和 12 年度 
 
＜事業の流れ＞ 
①地方公共団体のみが事業を実施する
場合 
国→地方公共団体 
②民間事業者等も事業を実施する場合 
国→地方公共団体→民間事業者等 

計画策定 
施設整備など 

環境省 
大臣官房地域
脱炭素推進総
括官グループ 
地域脱炭素事
業推進調整官
室 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：環境省 HP  https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/nergy-taisakutokubetsu-kaikeir04/gsyk04-01-02.pdf 
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② 【参考】地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への⾃⽴・ 分散型エネルギー設備等導⼊推進事業（環境省） 

事業内容 事業条件 支援類型 省庁 
災害・停電時に公共施設へエネルギー供給が可能な再生可能エネルギ
ー設備等の導入を支援 
地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実
現会議決定）において、国・自治体の公共施設における再生可能エネ
ルギーの率先導入が掲げられ、また、昨今の災害リスクの増大に対
し、災害・停電時に公共施設へのエネルギー供給等が可能な再エネ設
備等を整備することにより、地域のレジリエンス（災害や感染症に対
する強靱性の向上）と地域の脱炭素化を同時実現する。 
公共施設（※１）への再生可能エネルギー設備等の導入を支援し、平
時の脱炭素化に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能
とする。 
①：防災・減災に資する再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー
活用設備、コジェネレーションシステム（CGS）及びそれらの附帯
設備（蓄電、充放電設備・充電設備、自営線、熱導管等）並びに省
CO2 型設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導入する
費用の一部を補助（※2）CO2 削減に係る費用対効果の高い案件を採
択することにより、再エネ設備等の費用低減を促進。 
※１地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた
公共施設又は 業務継続計画により災害等発生時に業務を維持する
べき施設（例：防災拠点・避難施設・広域防災拠点・代替庁舎 な
ど 

②：再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う事
業の費用の一部を補助  

■事業形態 
①都道府県・指定都市：1/3 
①市区町村（太陽光発電又は CGS）：1/2 
①市区町村（地中熱、バイオマス熱等）及
び離島：2/3 （注）共同申請する民間事業
者も同様 
※EV については、通信・制御機器、充放電
設備又は充電設備とセットで外部給電可能
な EV に蓄電容量の 1/2（電気事業法上の離
島は 2/3）×4 万円/kWh を補助（上限有） 
②1/2（上限：500 万円/件） 
■補助・委託対象 
地方公共団体、民間事業者・団体等（エネ
ルギーサービス・リース・ESCO等を想
定） 
■実施期間 
令和３年度～令和７年度 

施設整備 

環境省 
大臣官房環境
計画課 
環境省環境再
生・資源循環
局廃棄物適正
処理推進課浄
化槽推進室 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：環境省 HP https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/nergy-taisakutokubetsu-kaikeir04/gsyk04-04-02.pdf  
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③ 【参考】森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち林業・木材産業成長産業化促進対策（木質バイオマス利用促進施設整備） 

 
施 策 事業内容 事業条件 支援類型 省庁 

森林・林業・木材産業グリ
ーン成長総合対策 
林業・木材産業成長産業化
促進対策（木質バイオマス
利用促進施設整備） 

木材産業等の競争力強化を図るため、意欲と
能力のある林業経営者との連携を前提に行
う、輸入木材不足への対応として国産材の供
給力強化に資する木材加工流通施設、木質バ
イオマス利用促進施設、特用林産振興施設、
木造公共建築物等の整備を支援 
 
■木材産業等競争力強化対策 
・地域連携の下で熱利用又は熱電併給に取り
組む「地域内エコシステム」を重点的に支援 
  

■事業形態 
定額（1/2、1/3以内等）等 
 
＜事業の流れ＞ 
国→都道府県→林業経営体等 

施設整備 
農林水産省 
林野庁 
木材利用課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：農林水産省 HP  https://www.maff.go.jp/j/budget/pdf/r4kettei_pr73.pdf 

 
本事業の要件として費用対効果が得られる計画となっていることが求められ、原則、事業実施主体が自

ら事業評価(事前・事後)を行う必要がある。留意点として、本交付金を利用する際は、事業の趣旨、採択
要件、目標値の設定、費用対効果等について、事業の申請窓口である都道府県の森林・林業関係部局への
事前確認・相談が必要である。 
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9. 参考情報 

9.1 木質バイオマス原料とチップ燃料特性 
 バイオマス資源に関しては、森林系の除伐間伐材、林地残材といっただけでなく、製材所、木材加工場
から発生する製材端材や背板、芯材、住宅を解体した際に発生する解体廃材や、農林系の果樹剪定枝など
も木質バイオマスに該当します。 
 
 
 
 
 
 
除伐材   間伐材   林地残材    未利用材 

 
 
 
 
 
 
製材端材（背板） 単板剥き芯材  樹 皮     解体廃材 

 
 チップの中でもよく知られているのが紙パルプの製造に向けられる木質チップとなるが、これは原木
の樹皮や枝葉を除いた木部だけのチップとなる。一方で燃料用のチップであれば、すべてのバイオマスを
対象として利用することが可能であり、樹皮や枝葉の混入は多少であれば問題にならない。また、製紙用
のチップと比べると概ね安価となっている。燃料用チップを大別すると、森林チップ、木材加工チップ、
廃材チップに区分できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 66 木質原料からチップ化用途の例  
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9.2 チップ燃料特性 
 チップの中でもよく知られているものは、紙パルプの製造に向けられる木質チップとなりますが、これ
は原木の樹皮や枝葉を除いた木部だけのチップとなります。一方で燃料用のチップであれば、すべてのバ
イオマスを対象として利用することが可能であり、樹皮や枝葉の混入は多少であれば問題になりません。
また製紙用のチップと比べると概ね安価となっています。この燃料用チップは大別すると、森林チップ、
木材加工チップ、廃材チップに区分できます。森林チップは、枝葉を払った丸太のチップが多い。これは
小規模な最終消費を想定して枝葉を含まない良質のチップ生産を意図しているためです。しかし、枝葉を
払うために手間がかかりコスト高になる傾向があり、枝葉をつけたままの小径木を破砕する全木チップ
の方が丸太チップよりはコストを低く抑えることができます。針葉樹の人工林の皆伐に伴い発生する林
地残材をチップにした際は、チップ化コストはさらに低く抑えられる可能性があります。林地残材由来と
なるチップには、枝葉が多く含まれていることが多く、その分チップの性状の均一性を保つことが困難で
す。樹皮やおが粉については、水分が 60％となるものもあり燃焼過程での完全燃焼が難しくトラブルの
原因となります。また樹皮からできるチップに関しては、その性質より長大になりやすくなります。 

図表 67 木質チップの種類別特性 

出所 原料 概要 トラブル発症性 

森林 丸太チップ 枝を落とした幹材からつくられるチップ 低 

 全木チップ 枝葉、梢がついたまま、樹木の地上部に出ているからつくられるチップ 低 

 林地残材チップ 木材を収穫した後に林地に残存する末木枝条からつくられるチップ 高 

 間伐材チップ 切捨て間伐材を利用したチップ 中 

 根部チップ 樹木の根部からつくられるチップ 高 

木材加工場 製材端材チップ 製材時の副産物（端材、背板等）からつくられるチップ 低 

 プレーナーチップ プレーナーから出る木屑チップ 低 

 樹皮チップ 製材加工時に剥離した樹皮を利用したチップ 高 

廃材 廃材チップ 建築廃材や解体材、廃パレットを原料としたチップ 低 

 

9.2.1 原料別木質チップの燃料特性 

 木質チップに関しては、原料の種類、発生条件等で様々な特性を有しています。こうした特性について
は、原料収集と輸送、燃料調整、取扱方法、エネルギー変換システムを設計するうえで、必要不可欠とな
ります。木質チップを燃料として利用する場合は、エネルギー変換システムを安定的に運転するために、
チップの品質を確保することが重要です。燃料チップで重要なことは、①大きさ、形状、②含水率、③発
熱量の 3 つが大きくあげられます。例えば、異種の燃料が混ざっている場合は、品質区分の適用に当事
者同士の同意が必要になり、利用側と安全性に関わる問題も考慮する必要があります。燃料チップの品質
の取り決めに関して細分化することは可能ですが、燃料チップに対する要求が燃料供給側の生産条件や
需要者側のエネルギー変換システムの必要条件でごとに変わることもあるため、円滑に事業を進めてい
くためにも共通の規格を設定していくことも重要です。 

図表 68 原料別チップの性状特性 

燃料チップ 
特性 

林地残材チップ 全木チップ 根部チップ 針葉樹樹皮 製材端材チップ おが粉 廃材チップ 

含水率（生重量％WB） 50～60 45～55 30～50 50～65 45～60 45～60 15～30 
純発熱量（生材ＭＪ/㎏） 6～9 6～9 6～11 6～9 6～10 6～10 12～15 

   （生材 kcal/kg) 1,400～2,200 1,400～2,200 1,400～2,600 1400～2,200 1,400～2,400 1,400～2,400 2,700～3,600 
生材密度（㎏/層積 m³） 250～400 250～350 200～300 250～350 150～300 250～350 150～250 
灰分（乾材重量比％） 1～3 1～2 1～3 1～3 0.5～2 0.4～0.5 1～5 
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9.2.2 木質チップ燃料の含水率と熱量の関係 

 バイオマス熱利用システムを運用する上で、燃料代抑制はバイオマスボイラの実施効率（ボイラ効率）
と、木質チップ燃料の水分量によるところが大きい。木質バイオマス燃料は、水分（含水率）の違いによ
り燃焼時の発熱量が異なる。この条件を踏まえ、バイオマスボイラには機種毎に使用する燃料の水分（含
水率）が指定されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          出所：一般財団法人日本木質バイオマスエネルギー協会 沢辺功 

図表 69 木質燃料の水分が及ぼす影響 

 

9.2.3 木質バイオマス燃料による導入後の想定されるトラブル要因 

 チップ原料には、間伐材や林地残材の他に製材端材や木くずなどが利用されるため、土石や砂利、金属
などの異物が混入している場合がある。異物の混入はチッパーを損傷させるとともにバイオマスボイラ
の燃料供給システムに大きな損傷を与えかねない。また土に含まれるガラス成分は燃焼時に溶けて炉内
の損傷の原因にもなる。原料の由来や原料の追跡確認の可否についても確認しておくことが必要である。 
 

図表 70 木質チップ燃料品質における木質バイオマスボイラの主な不具合 

トラブル発生要素 症状例 

燃料形状の不具合 
・ 不完全燃焼（細い燃料が多い場合） 
・ 燃料供給が停止することによる鎮火 
・ 燃料サイロからボイラ設備までの燃料搬送時の木質チップ燃料の詰まり 

水分（含水率）による影響 
・ 高含水率チップによる不完全燃焼による出力不足、鎮火 
・ 低含水率による過剰出力、消費量の増加 
・ 燃料サイロ及び供給装置内における結露、凍結による設備停止 

不純物の混入 

・ 原料内に混入する不純物（化学物質など） ＞ 燃焼灰の処理問題  ＞ 排ガス対策 
・ 混入物（土砂、石、金属など）による燃焼への影響  
   ＞ バイオマス燃料供給装置の詰まり、損傷 
   ＞ バイオマスボイラ燃焼炉の損傷 
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9.1 バイオマスエネルギーシステムに適切な木質チップ燃料仕様の検討 
9.1.1 バイオマス燃料用の木質チップ燃料の品質規格 

 木質チップ燃料は、原料となる木質資源の性状により、その燃料の水分量や燃焼後の灰分量が変化す
る。また燃料形状が均一でないとバイオマスボイラの設備運転時にトラブルが起きやすくなるため、事業
にも影響を与える可能性もある。チップ需要側にとっては、設備トラブルにより停止した場合、施設運営
上のリスクになる可能性が高く調達した木質チップ燃料の状態を把握するために専門的な判断が必要な
ど需要者側の負担も少なくないため調達するチップ仕様条件は極めて重要である。また、想定している敷
地条件、周辺環境と、想定されるバイオマス利用システムで最適な運転が保証される燃料品質を確保するた
め、チップの燃料仕様条件は、バイオマスボイラの機種ごとに定めている一定の基準を満たすものが望ましい。 
 現状では、燃料となる木質チップは、化石燃料とは違い国が定める燃料としての燃料規格がなく、代替
となる基準として用いる規格は、一般社団法人木質バイオマスエネルギー協会が、全国木材資源リサイク
ル協会連合会とともに、燃料用木質チップの適切な利用を進めるために、その品質に関して原料、形状、大
きさや水分などを定めた品質規格を平成 26年 11月 13日に制定している。これは、木質バイオマス利用で
は先行する欧州の燃料用木質チップの品質規格をも参考に作成された規格で、木質チップの品質を４段階
（class）に分けており、用途に応じた品質を判断する項目は「原料」「形状」「サイズ」「水分」「灰分」「環境
リスク」の５項目にわたって定めているものでである。 
 品質規格の利用方法としては、品質基準に定めた「Class1」～「Class4」から、燃料用の木質チップの生
産や販売に関する指針が得られ、燃焼機側でも燃料用チップの選択や燃焼機の設計、販売に関する適正な指
針を与えることにつながります。 
 

図表 71 チップ品質基準（日本木質バイオマスエネルギー協会） 

 単位 Class 1 Class 2 Class 3 Class 4 

原料  幹、全木 幹、全木 幹、全木 幹、全木 

  未処理工場残材 未処理工場残材 未処理工場残材 未処理工場残材 

   灌木、枝条、末木等 灌木、枝条、末木等 灌木、枝条、末木等 

    剪定枝等 剪定枝等 

    樹皮 樹皮 

    未処理リサイクル材 未処理リサイクル材 

     化学処理工場残材 

     化学処理リサイクル材 

チップの種類  切削チップ 切削チップまたは破砕チップ 

チップの寸法 （P）   P16、P26、P32および P45から選択 

水分 （M） ％（湿量基準） M25、M³5から選択 M25、M³5、M45及びM55から選択 

灰分 （A） w-％dry A1.0≦1.0％ A1.5≦1.5％ A3.0≦³.0％ A5.0≦5.0％ 

窒素 （N） w-％dry ― ― ≦1.0  

塩素 （Cｌ） w-％dry ― ― ≦0.1  

ヒ素 （As） mg/kg dry ― ― ≦4.0  

クロム （Cr） mg/kg dry ― ― ≦40  

銅 （Cu） mg/kg dry ― ― ≦30  

注） 金属、プラスティック類、擬木（合成木材、複合木材）、土砂、石などの異物を含まないこと 

（1） w- % dry：質量パーセント（乾量基準） 

（2） 硫黄 S ：≦0.1w- % dry、 カドミウム Cd ：≦0.2mg/kg dry、 鉛 Pb ：≦50mg/kg dry、 水銀 Hg ：≦0.1mg/kg dry、亜鉛 Zn ：≦200mg/kg dry 

  

★ただし、リサイクル材を取り扱
わない工場を除く 

★リサイクル材を取り扱う工場
では、脚注の重金属等（２） につい
て随時測定すること 
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図表 72 木質チップ品質 原料区分基準 

発生起源 原料の名称 内容 

森林立木 01 幹、全木（1） 高木 

 02 全木（1） 高木の根部を除く樹木全体 

 03 灌木（1）、枝条、末木等 灌木、末木、枝条（葉を含む）、根張り材（ドンコロ） 

 04 剪定枝等 公園樹、街路樹、果樹等の幹部および剪定枝葉 

副産物、工場残材 11 未処理工場残材 背板、端材、剥き芯などの無垢材 

 12 樹皮 剥皮 

 12 化学処理工場残材（2） 合板、集成材、パーティクルボードなどの接着製品及び保存処理材など 

リサイクル材 21 未処理リサイクル材 化学的処理されていない建築用材、梱包材、パレットなど 

 22 化学処理リサイクル材（2） 合板、集成材、パーティクルボードなどの接着製品、保存処理材など 
（1）伐根を除く （2）CCA 処理材を除く 

 
 

図表 73 木質チップ品質 寸法区分 

区 分 
微細部 

チップ重量の 10％未満 
主要部 

チップ重量の 80％以上 
粗大部 

チップ重量の 10％未満 
最大長 

P16 ＜4mm 4 - 16 mm 16-32mm ＜85mm 

P26 ＜4mm 4 - 26 mm 26-45mm ＜100mm 

P32 ＜8mm 8 ｰ 32 mm 32-63mm ＜120mm 

P45 ＜16mm 16 ｰ 45 mm 45-90mm ＜150mm 

 注）寸法:ふるいの目開き寸法 

 
 

図表 74 木質チップ品質 水分区分（到着ベース）および灰分区分 

区 分 
水分 M 

（湿量基準含水率） 
参考 

（乾量基準含水率） 

       
区分         灰分 ％          

M25 （乾燥チップ） ≦ 25％ ≦ 33％  A 1.0 A ≦ 1.0 

M35 （準乾燥チップ） 26 – 35％ 34 – 54％  A 1.5 A ≦ 1.5 

M45 （湿潤チップ） 36 – 45％ 55 – 82％  A 3.0 A ≦ 3.0 

M55 （生チップ） 46 – 55％ 83 – 122％  A 5.0 A ≦ 5.0 

注） M＞55％のチップは対象外 
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9.2 木質バイオマスエネルギー利活用技術 

（１） 木質バイオマスボイラ燃焼方式と木質チップ燃料品質との適合性 

 木質バイオマスボイラには、機種ごとに使用可能な燃料の品質や水分量が指定されている。なかでも、
ボイラの燃焼方式には、移動床式と固定床式の 2 つに大別される。移動床式ボイラの場合には水分の高
い燃料を使用するため着火は手動式となる。また木質チップ燃料の水分が 45%以上でも燃焼可能な移動
床式ボイラですが出力規模が 100kW 以上となり、設備価格もその分割高になる傾向です。安定した出力
を維持するためには、連続運転が前提となっていて水分の高い燃料を使用するため、ボイラ運転時の着火
は手動となっていることが基本となっている。一方で固定床式の木質バイオマスボイラについては、設備
の温度設定管理が微細に行うことを想定したつくりで、木質チップ燃料の水分 30～40%の範囲の比較的
乾燥したチップを燃料として使用することが指定されている。固定床式に水分量の高い木質チップ燃料
を投入した場合、機器性能が対応できずに必要とする熱量が得られないばかりか、鎮火してしまう場合も
ある。 以上のことから、導入を想定している施設の特性や規模などを考慮したシステムの選択をしてい
く事が必要になります。また調達できる木質チップの品質によって適するボイラ形式が異なるため、利用
する木質チップ品質を見極めてから機種を決定して行くことが望ましい。 
 

図表 75 ボイラの燃焼方式とチップ水分量の適正 

燃焼方式 移動床式 固定式床 

特徴 
木質チップが燃焼室内の火床を移動して乾燥し
ながら燃焼するため、生チップが対応可能 

燃焼室内で乾燥工程がないため準乾燥、乾燥チ
ップのみでの対応となる。 

対応要件 
・ 出力 100kW以上のボイラ規模 
・ 高含水率対応で価格が割高傾向 
・ 連続運転、手動着火が一般的 

・ 小規模（100kW以下）のボイラ規模 
・ 移動床式に比べ小型で価格が安い傾向 

 

木質チップ燃料の 
水分（含水率）対応範囲 

低 ～ 高 （40％WB以上） 
※生チップ適応範囲 

低 （40％WB以下） 
※準乾燥チップ、乾燥チップ適応範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       出所：一般財団法人日本木質バイオマスエネルギー協会 沢辺功 

図表 76 規模別のボイラの燃焼方式とチップ水分量の適正 
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（２） 熱供給配管の種類と敷設方式（配管材料の種類と特徴） 

 熱供給を検討する上で必要となる熱供給用の配管は、温熱媒条件を踏まえて低コストで熱ロスが少な
い配管が有望である。なかでも、配管材料が、①ポリエチレン管（保温付）、②ポリエチレン管（保温無）、
③鋼管（一重菅、保温付）、④鋼管（プレハブ２重管）、⑤温泉パイプのいずれかが考えられる。 
配管材料ごとに特徴を踏まえると、熱供給に使用する温水配管としては、比較的安価で施工性に優れた

配管を選択することが多くなっている。 
 

図表 77 熱供給配管の種類別特性 

種別 ①ポリエチレン管（保温付） ②ポリエチレン管（保温無） ③鋼管（一重管、保温付） ④鋼管（プレハブ２重管） ⑤温泉パイプ 

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用圧力 1.0MPa 
（10.2kｇｆ/cm²）以下 

1.0MPa 
（10.2kｇｆ/cm²）以下 

1.0MPa 
（10.2kｇｆ/cm²）以下 

1.0MPa 
（10.2kｇｆ/cm²）以下 

0.5MPa 
（5kｇｆ/cm²）以下 

使用温度 95℃以下 95℃以下 350℃以下 ※2 350℃以下 ※2 80℃以下 

コスト ※1 約 20 千円/m程度 約 15 千円/m程度 約 22 千円/m程度 約 100 千円/m程度 約 20 千円/m程度 

特徴、課題 [特徴] 
・可とう性（物体が柔軟で
あり、折り曲げることが
可能である性質）に優れ、
施工性が良い 
・ポリエチレンのため直接
埋設しても外面腐食が発
生しない 
・施工費は比較的安価 
・保温厚を十分に厚くすれ
ば熱ロスはかなり抑えら
れる 
 

[課題] 
・温水に使用できるが、蒸
気は使用できない 

[特徴] 
・可とう性（物体が柔軟で
あり、折り曲げることが
可能である性質）に優れ、
施工性が良い 
・ポリエチレンのため直接
埋設しても外面腐食が発
生しない 
・施工費は比較的安価 

 

 [課題] 
・温水に使用できるが、蒸
気は使用できない 
・保温がされていないため
熱ロスが多い 
 

[特徴] 
・温水、蒸気のどちらにも
使用可能 
 

[課題] 
・架空設置が前提になる。
直埋設には使用できず、
外面腐食対策や作業費用
等が必要になる 
・架空式の場合、積雪によ
るラッキング損傷の恐れ
がある。また積雪により
覆われると熱ロスが多く
なる 
・保温、溶接が必要になる 

[特徴] 

・温水、蒸気のどちらにも
使用可能 

・保温厚を十分厚くすれば
熱ロスは少ない 

 

[課題] 

・直埋設が前提であり、配
管が土に直  接触れるた
め、外面腐食対策及び そ
の費用が必要 

・施工費用が最も高価 

[特徴] 
・可とう性（物体が柔軟で
あり、折り曲げることが
可能である性質）に優れ、
施工性が良い 
・ポリエチレンのため直接
埋設しても外面腐食が発
生しない 
・施工費は安価 
・保温厚を十分に厚くすれ
ば熱ロスはかなり抑えら
れる 
 

[課題] 
・供給する温度に限りがあ
る。 

導入事例 一の橋ビレッジ等 
（北海道下川町） 
安岡エコタウン 
（山口県下関市） 

ウェルネスタウン最上 
（山形県最上町） 

みなとみらい 21 中央地区※
共同溝敷設（神奈川県横浜市） 
千里中央地区※専用溝内敷設
（大阪府豊中市） 

苫小牧日新団地地区 
（北海道苫小牧） 

－ 

検討評価 比較的安価であり、熱供給
における熱ロスも最低限
に軽減できるため導入の
可能性がある。 

安価で施工性もよいが、保
温されていないため熱ロ
スが多くなるため利用に
適さない。 

架空配管が前提となって
おり、熱ロスや景観を考慮
すると導入の優先度は低
い。 

架空配管が前提となって
おり、景観を損ねる恐れ、
また他種配管と比べると
高コストになるため導入
の優先度は低い。 

比較的安価であり、熱供給
における熱ロスも最低限
に軽減できる。温水の供給
温度に制限に抵触しない
よう配慮が必要。 

※1 配管口径 50A の場合の敷設工事（材料＋施工費）とした参考価格。土木工事は除く。 
※2 配管用炭素鋼管（SGP）（JIS G 3452）の使用圧力、使用温度範囲を示す。  
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（３） 熱供給配管の敷設方式 

 熱供給のため給湯、暖房等に利用する際の温水配管の敷設方法として考えられるのは、①直埋設方式、
②共同溝方式、③専用溝方式(配管＋人)、④専用溝方式(配管のみ)、⑤架空方式があげられ、各特徴を以
下に示す。 

図表 78 熱供給配管の敷設方式別特性 

項目 
①直埋設方式 ②共同溝方式 

③専用溝方式 
(配管＋人) 

④専用溝方式 
(配管のみ) 

⑤架空方式 

写真 
概略断面 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

     

特長 ・施工期間が②③に比
べて短い 
・施工費用は②③に比
べて安価 
・地上から配管が見え
ないため町の景観を損
なわない 

・配管が土に直接触れ
ないため外面腐食が発
生しない 
・地上から配管が見え
ないため町の景観を損
なわない 
・電気水道等の他の設
備も併せてメンテナン
ス可能 
・配管から漏水した場
合漏水箇所の特定が容
易  

・配管が土に直接触れ
ないため外面腐食が発
生しない 
・地上から配管が見え
ないため町の景観を損
なわない 
・配管から漏水した場
合漏水箇所の特定が容
易 

・配管が土に直接触れ
ないため外面腐食が発
生しない 
・地上から配管が見え
ないため町の景観を損
なわない 
・配管から漏水した場
合漏水箇所の特定が容
易 

・施工費用は最も安価 
・施工期間は最も短い 
・配管が土に直接触れ
ないため外面腐食が発
生しない 
・配管から漏水した場
合漏水箇所の特定が容
易 

課題 ・配管が土に直接触れ
るため鋼管の場合は外
面腐食対策及びその費
用が必要 
・配管から漏水した場
合漏水箇所の特定に時
間と費用を要する  

・施工費用が最も高価 
・施工期間が最も長い 
・雨水等の排水設備が
必要 

・施工費用が①④⑤に
比べて高価 
・施工期間が①④⑤に
比べて長い 
・雨水等の排水設備が
必要 

・施工費用は①⑤に比
べて高価 
・施工期間は①⑤に比
べて長い 
・雨水等の排水設備が
必要 

・冬期は積雪により配
管が覆われるため熱ロ
スが多い 
・地上から配管が見え
るため町の景観を損な
う恐れがある  

施工期間 ④に比べて短い 最も長い ①④⑤に比べて長い ①⑤に比べて長い 最も短い 

コスト 
(土木工事) 

④に比べて安価 
(約 25 千円/m) 

最も高価 
(850 千円/m) 

①④⑤に比べて高価(約
600 千円/m) 

①⑤に比べて高価 
(250 千円/m) 

最も安価 
(15 千円/m) 

国内ﾊﾞｲｵﾏｽ
地域熱供給
(住宅)にお
ける導入事
例 

役場周辺、一の橋地区、
小学校・病院 
（北海道下川町） 
苫小牧日新団地地区 
（北海道苫小牧） 
ｳｪﾙﾈｽﾀｳﾝ最上 
（山形県最上町） 
安岡ｴｺﾀｳﾝ 
（山口県下関市） 

みなとみらい 21 中央地
区（神奈川県横浜市）  

千里中央地区（大阪府豊
中市）※一部共同溝 

ﾊﾞｲｵﾏｽ地域熱供給 (住
宅)における導入事例は
無し 

ﾊﾞｲｵﾏｽ地域熱供給 (住
宅)における導入事例は
無し 

検討評価 比較的安価であるため
導入の可能性がある 

メンテナンス性は高い
が高価であるため導入
の可能性は低い 

メンテナンス性は高い
が高価であるため導入
の可能性は低い 

メンテナンス性は高い
が高価であるため導入
の可能性は低い 

施工費用において優れ
ているが熱ロスや町の
景観を考慮すると導入
の可能性は低い 
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（４） 熱計量設備関連 

 本検討においては熱供給側より供給した熱（温水）から、需要側で使用した熱使用量を正確に把握でき
る熱計量設備が必要となる。使用する熱計量器は、熱需要者との熱取引の基本となるため、流量計算部・
感温部・演算部等の精度及び信頼性に十分注意して機器を選定する必要がある。また、採用する料金制度
（二部料金制、定額制）によっても熱量機に求められる精度や信頼性には幅がある。いずれにしても低コ
ストで料金支払の根拠となるため支障をきたさない範囲での精度及び信頼性を持った熱量計を選定する
必要がある。熱量の計量方式は、熱媒体の流量と往り側・返り側の温度差を乗算することで直接熱量を求
める方法であり各種の積算熱量計となっている。積算熱量計には、流量計算部・感温部・演算部が一体と
なった一体型と、各部が分離して組み合わせて熱量計として機能する分離型がある。これらは JIS 規格
（JIS B 7550-2010）積算熱量計として制定されている。国内の熱供給施設の多くは、分離型が多く採用
されているなか、分離型積算熱量計の器差は、熱媒体の流量が使用最大流量の 0.1～1.0 倍の範囲におい
て、器差が温度差に応じて許容値の範囲内になければならない。 

  図表 79 積算熱量計の測定部の誤差及び演算部の誤差（参考）  図表 80 用途別の使用温度範囲（参考） 

対 象   誤差範囲  用 途  

体積計量部   ±3％  冷房用 0℃以上 30℃未満 

演算部 
温
度
差 

Δt（温度差）＜4℃ ±10％  中温暖房用 30℃以上 100℃未満 

（感温部込み） 4℃以下 Δt＜10℃ ±5％  高温暖房用 30℃以上 200℃未満 

 10℃以下 Δt＜20℃ ±4％  冷暖房用 0℃以上 100℃未満 

 20℃以下 Δt ±2％    

  
 熱媒体の流量測定部には、羽根車式、電磁式または渦式などの体積流量系計が使用され、熱媒体の送り
側と返り側の 2 つの温度センサにより、積算熱量を求められ冷温水の熱量演算は次式で表される。 
 
 
 

① 熱量計の設置・配管等の接続時、運転時の留意事項 

 熱量計の設置、配管および信号線などの接続に当たっては以下の事項に留意する。 
① 設置環境は、直接日光が長時間あたるような場所、振動の大きいところ、塵埃の多い場所、高温高湿の場所、腐食性の高い雰囲気があり水

没、水浸するような場所は避ける 
② 取付け、取外し、保守点検が容易に行えるように十分なメンテナンス場所を確保する 

③ 熱量計を取付ける前に、配管の砂、シール材、切粉などを除去するため、洗管を十分に行う 

④ 流量計量部の精度チェックのため、標準流量計用の配管を設けておくことが望ましい 

⑤ 流量計測部の上流部と下流部には所定の直管長を確保する 
※一般的に流量計上流側は、呼口の口径 D の 5 倍以上の直管部が必要とされている。呼口径 D の 5 倍以上の直管部を設けることで、不均
一な流量分布を収め、流量計測に適した均一な流れを作ることができる。 

⑥ 配管内（計量部）に常に熱媒体（温水等）が充満するようにする 

⑦ 設置位置が高い場合、気泡に注意する 

⑧ 計量部（電磁式）は、いずれの場合でも電極を結ぶ線が水平になるように設置する 

  
熱量計の運転時の留意事項としては、熱媒（温水等）および周囲の温度が所定の範囲内にあることを確

認して運転を開始すること。熱量計にはじめて熱媒（温水等）を流すときは、熱量計量部内に徐々に流す
ようにする。計量にあたっては、流量計量部の所定の流量範囲内であることを確認して運転を開始する。
また精度上でも使用最大流量および最小流量に十分注意すること。配管の振動や液体の脈動が熱量計に
及ぼさないことを確認する。  

Q（供給熱量 MJ/h）= ｋ（熱量換算係数）× V（冷温水流量ｍ3/h）× Δt（温度差℃） 
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② 熱計量方式別の特徴と検討評価 

 代表的な流量の測定方法には次の方式が多く採用されており、冷温水計量方式を下記に示す。 

図表 81 熱量計の方式別の特徴 

 種 類 方式・特性 長所・短所 検討評価 

① 

羽根車式 接線流羽根車式と軸流羽根車式な
どの流量計部を使用して、羽根車
からの回転を電気信号に変換し、
感温部で検出した温度差を電気量
に変換した信号を演算することで
積算熱量を表示する方法。 

(長所) 
・ 再現性(繰返精度)･応答性に優れる 
・ 構造が簡単で安価 
・ 小型で大容量の測定が可能 

(短所) 
・ 構造が簡単で安価 
・ 異物に弱い(詰まりの原因になる) 
・ 羽根車が高速回転するので軸やせな
どの原因で定期的なﾒﾝﾃﾅﾝｽを要する 

 

他種類の熱量計と比べて、本件
で想定する熱供給システム規模
から小規模の熱量積算に必要な
精度を有する。 

他製品も安価であり一般的に通
常行う点検およびメンテナンス
体制を行えば対応なため適正あ
り。 

② 

差圧式 
（ダイヤフラム式） 

オリフィス（絞り弁）の前後の差圧
を差圧電送機により電気信号に変
換し、開閉演算して流量に比例し
た電気信号と感温部で検出した温
度差を乗算して積算熱量を表示す
る方式 

(長所) 
・ 気体･液体･蒸気の検出が可能 
・ 価格は一般的に安価 
・ 可動部がない 

(短所) 
・ ｵﾘﾌｨｽ(絞り弁)があり圧力損失が大き
く発生する 

・ 固形物を含む液体には適さない 
・ 乱流に弱く長い直管部分が必要 

計測方式の特徴から可動部がな
く、他種と比較し一般的に価格
は安価であるが、差圧式の特有
のオリフィス（絞り弁）採用して
おり配管の圧力損失が大きく発
生し、本案件で想定する温水供
給において支障の影響がでる恐
れがある。 

 

③ 

電磁式 電磁誘導の原理を応用したもので
誘導性の流体に磁界を与え、流量
の流れと方向を磁界の方向にそれ
ぞれ直角方向に発生する超電力を
測定して流体の平均体積流量を図
る方式 

 (長所) 
・ 液体の温度･圧力･密度･粘度の影響
を受けない 

・ 混入物(固体･気泡)を含む液体の検出
が可能 

・ 圧力損失がない 
・ 可動部が無い(ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性良) 

(短所) 
・ 気体や導電率のない液体は検出でき
ない 

・ 計測に直管部が必要 

計測法式の特徴から可動部がな
くメンテナンス性が良く圧力損
失がないため、本件で想定する
方式として適正である。 

ただし機器のコストが高く、国
内での取扱メーカーも限られる
ため汎用性に乏しい。 

④ 

渦式 流れている流体の中に、柱状の障
害物（渦発生体）があると、その下
流側に交互の渦が発生する。流体
の流速と渦の発生周波数は比例関
係にあり、渦の個数を検出する方
法で流量が測定する方式（検出は
圧電素子で渦の振動をピックアッ
プする方法が主流だが、超音波で
渦を検出する方法もある） 

(長所) 
・ 機械的可動部がない 
・ 液体･気体･蒸気のいずれも検出可 
・ 電極がないため耐薬品に優れた仕様
品がある 

・ ﾚﾝｼﾞｱﾋﾞﾘﾃｨが大きく精度がよい 

(短所) 
・ 流路を絞るので圧力損失が発生 
・ ｽｹｰﾙの析出や固形物を含む液体は
｢詰まり｣の原因になる 

・ 高粘性液体には不適 
・ 配管の振動に弱く直管部が必要 

計測法式の特徴から可動部がな
く計測の精度も良い。 

ただし渦式の計測方式として特
有の流路を絞るため配管の圧力
損失が発生する。また配管の振
動に弱いため、近接時で薪ボイ
ラ等の運転管理上の薪補給時な
ど人的作業がなされる際の影響
も考えられる。 

⑤ 

超音波式  現在製品化されている超音波式
は管内の流体を斜めに横切って交
互に超音波を送受信しており、こ
の 2 つの超音波の伝播時間の差が
流量に換算される。水中を進む超
音波は流れに逆らうと遅く伝わり
逆に流れに乗ると速く伝わるた
め、この原理を活用した方式 

(長所) 
・ 圧力損失がない 
・ 配管の外側から検出できるﾀｲﾌﾟがあ
る 

(短所) 
・ 直管部が必要 
・ 液中の固形分が多いと誤動作の原因
になる 

・ 気泡が多いと測定不可能になる 
・ 国内で給湯用には使用できない 

計測法式の特徴から、圧力損失
がなく、配管に直接つなぐタイ
プと配管の外側から検出できる
タイプがある。価格も比較的安
い。 

多くの超音波式計量器は給湯用
に使えない。（日水協の認定品が
無い） 
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③ 熱量計（羽根車式）の検討評価 

 薪ボイラによる熱供給における条件から熱量積算計に求める条件として最大流量範囲は、0.15m3/min
（150L/min）、積算熱量計の対象口径 25～40A を想定している。国内で販売されている羽根車式の積算
熱量計のうち、仕様条件に見合う熱量積算計を選定していく必要がある。各社の積算熱量計の条件から、
積算熱量計としては比較的安価で計測に必要な精度を有する機器を選択することが有望である。 

図表 82 積算熱量計（羽根車式）の商品の特徴と検討評価 

取扱業者 愛知時計電機株式会社 アズビル金門株式会社 東洋計器株式会社 株式会社サンジュニア 

製品 
 
 
 
 
 
 

EHDY（羽根車式） 
 
 
 
 
 
 

KES（羽根車式） 
 
 
 
 
 
 

RAY（羽根車式） 
 
 
 
 
 
 

SCM-20（羽根車式） 
 
 
 
 
 
 

製品概要 流量は、体積計量部にある羽車回転をセンサで検出することで計測 
流体の温度は送り側と還り側の温度を計測し、演算部に伝えられ積算表示する構造。（各社共通） 

口径 13A、20A、25A、30A、40A 15A、20A、25A、32A、40A 15A、20A、25A、32A、40A 20A 

流量範囲 
0.05～8m3/h 

（0.83～133L/min） 
0.1～5m3/h 

（1.67～83L/min） 
0.015～10m3/h 

（0.25～166L/min） 
2～25L/min 

適応流体 温水 温水 温水 温水 
（流体中に気泡の混入が無いこと） 

使用温度範囲 0～±100℃ 0～100℃ 
（凍結しないこと） 

5～90℃ 0～80℃ 

温度差範囲 温度差 20℃用、80℃用 － 3～80℃ 5～70℃ 
測定誤差 

体積計量部：±5％ 
演算部：±4％ 

体積計量部：±4.5％ 
演算部：±5％ 

±10％ 
体積計量部：±3％ 

（但し 3L/min 以下は±5％） 

演算部：±5％ 
パルス出力 

15A～40A：1MJ/P 15A～40A：1MJ/P 
15A～20A：1MJ/P 
25～40A：10MJ/P 

－ 

電源 AC100Vまたは電池 AC100V またはﾘﾁｳﾑ電池 リチウム電池（内臓） AC100Vまたは電池 

特徴 ・ギヤレスのシンプル構造 
・高精度、高耐久 
・パルス出力による遠隔管
理、集中管理にも対応 
・停電時は内部バッテリーに
より対応。積算値は内部デ
ータで 5 年間分を保持 

・高精度、高耐久 
・パルス出力による遠隔管理 

・ギヤレスのシンプル構造 
・高精度、高耐久 
・パルス出力による遠隔管理 

・通信ケーブルをつないで
PC とシリアル通信により
積算熱量、積算流量のデー
タ取得 
・別途、評価用ソフト有 
・2L/min からの仕様条件が
あり少量では流量カウント
できない場合がある 

計測法による 
検定有効期間※ 

8 年 8 年 8 年 8 年 

参考価格 
（本体定価） 

約 160 千円 約 144 千円（40A） 約 167 千円 約 50 千円 

検討評価 本件で想定する条件に最適で
ある。 

本件で想定する条件に最適で
ある。 

2018 年 2 月（現在）のとこ
ろ、積算熱量計の販売を完了
している。後継製品について
は準備中。 

他機種と比べ機器は安価であ
る。ただし接続する配管口径
と適応する流量範囲に制限が
あり、本件で想定する条件に
適さない。 

※口径 40㎜以下は計量法特定計量器となり検定有効期限は 8年。50 ㎜以上の場合、性能維持のため 5 年を目安に交換推奨 
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（５） 蓄熱利用システム（蓄熱タンク） 

 熱利用している需要先の熱負荷傾向にバラツキがあるあため、給湯、暖房等の熱負荷変動に対応するた
め、蓄熱タンク（バッファタンク）を配備することが必須になります。蓄熱タンクの特徴を示します。 
 

図表 83 蓄熱タンクの特徴と考慮点および検討評価 

対象 特徴と考慮点 対応基準 

蓄熱形式 蓄熱槽においては主に温度成層流型と混合流型とに大別
される。 
温度単一温度成層型蓄熱槽は、温度の違いによる水の密度
差を利用して同一の槽に温度が高く密度の小さい水と温
度が低く密度の大きい水を極力混合させずに蓄える方式
になる。給湯用（シャワー、カラン）に蓄える水を蓄熱槽
上部から槽内にゆっくりと流し入れると槽内の給湯用に
使われた低くなった水をゆっくり押し下げるように移動
する。そのとき蓄熱槽の上部と下部の水は比重量の違いに
より互いにほとんど交じり合うことがないため単一の槽
でも蓄熱することが可能となる。 
この単一温度成層型蓄熱槽を検討する場合は温度の違う
水が混じり合わないように、水の吹出し、吸込み形状をよ
り薄く、流速をより遅く設計する必要がある。 

効率的な熱供給を行う
上で蓄熱タンクを温度
成層流型を採用する。 
バイオマスボイラ等の
一連システムとして相
性の良い現状では市場
販売されている蓄熱タ
ンクより選定する。 

蓄熱量と確
保方法 

蓄熱槽（タンク）の蓄熱する必要容量を想定するうえで、需要側の状況および燃焼器等の
設備運転の計画をもとに以下の算定式をもとに算出する。 
蓄熱量の算定式：蓄熱量 Q = V×η×γ×ｃ×Δt 
 Q：蓄熱量（MJ）、V：蓄熱槽容量（m³） η：蓄熱槽の体積効率（%） 
 γ：水の密度（≒1,000 ㎏/m³）、c水の比熱（≒4.2kJ/(㎏、℃)Δt：利用温度差(℃) 
・蓄熱槽の死水域や水の混合による温度ポテンシャルの低下を考慮する係数を考慮する。 
・利用温度差は、一般的には蓄熱タンクから放熱の設計温度差になるが、夏場等の熱需要
が小さくなると利用温度差が小さくなる場合や熱交換器による温度レベルの低下を考
慮してタンクの蓄熱量を確保することが望ましい。 

熱需要側に応じた熱利
用量を踏まえ、チップ
ボイラの出力規模と想
定した上で、蓄熱タン
ク容量を設定する。 

配管、制御
システム 

設置する蓄熱槽（蓄熱タンク）の容量、設備室のレイアウト、他の熱源機器類を考慮して
システムを決定することが望ましい。 
放熱用のポンプは、運転制御で任意に放熱量を選択できるようにインバーター制御できる
ことが望ましい。 

新規の熱供給設備をコ
ンパクトかつメンテナ
ンス等の運用面を考慮
した配管、制御システ
ムを設定する。 

蓄熱槽の断
熱と熱損失 

蓄熱槽（蓄熱タンク）の熱損失に関しては、断熱仕様によっても異なるが一般的に 1日当
たりの最大蓄熱量に対して冷水で約 3～5℃、温水で約 5～10％程度の熱損失を見込む必
要がある。熱損失には蓄熱槽（無断熱部分）が外気と接する状況からみられる放熱ロスと、
蓄熱槽内部で階層ごとに温度差があったものが混ざってしまう混合ロスがあげられる。 

断熱材の厚さがある方
の熱ロスが少ない。採
用する蓄熱タンクは断
熱仕様が必須とする。 

給排水菅、
通気管 

竣工時の水張りや断熱防水の点検のための水抜き、水張りのために給排水ができる部分を
確認する。蓄熱槽の運用時は、複数の蓄熱槽を連ねる連通管の抵抗により槽に水位差が生
じるので、給水管はボールタップによる自動給水をせずに水位を確認しながら給水するこ
とが望ましい。排水管は床（地面）付近に設置して完全に排水できるようにする。また給
排水のどちらとも水量を把握できるような配慮が望ましい。通気管は、水面上の空気の流
れを円滑に行うために設ける配管であり十分でないと水の流動が妨げられる原因になる。
蓄熱槽の防虫等の適切な処置をしたうえで機械室内や大気へ開放する。蓄熱槽の水と大気
が触れ合うことによる配管の腐食が懸念さえる場合は、防錆効果のある薬液を使用するこ
となど検討する必要がある。 

設備の安定的な運転お
よび保守メンテナンス
を考慮した給排水菅、
通気管を設定する。 
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（６） 木質バイオマスボイラ関連の付帯システム 

① 遠隔監視システム 

 バイオマスボイラにおいては、木質チップ燃料等のトラブル時に適宜対応できるように遠隔監視等の
設置が望まれる。いつでも機器の運転状況を確認し、排ガス温度や蓄熱タンク温度を把握すること可能
で、エラー時の対応も迅速対応できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 84 遠隔監視ディスプレー（参考）   携帯電話遠隔監視システム（参考） 
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9.3 木質バイオマスによる熱供給形式と形態 
 本計画で検討している木質バイオマス資源を活用した熱供給システムは、需要家とは異なる熱供給者
が熱源設備を設置し、需要家側の給湯、暖房等の熱需要に合わせて行う熱供給を想定している。この熱供
給の方式や形態はいくつかに区分され、事業を行う上では関連法令となる熱供給事業法が関わってくる。 

（１） 熱供給方式と形態 

 熱供給の方式としては、複数の需要家に供給する場合を「地域熱供給」、それ以外の「地点熱供給」と
区分される。なお、地域熱供給の内、熱供給事業法が適応される形態と適応されない形態に分けられま
す。これは、熱供給事業法の成立条件によって分けられる。本計画の検討している木質バイオマス熱供給
事業は、事業主体や規模から熱供給事業法の適応外となる「地域熱供給」「地点熱供給」が想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 85 熱供給の方式と形態区分 

（２） 熱供給事業法 

 国が定める熱供給事業法で「熱供給事業」とは、一般的には「地域冷暖房」と呼ばれるもので、一定地
域内の建物群に対して蒸気、温水、冷水等の熱媒を熱源プラント（ただし熱源設備の加熱能力 21ギガジ
ュール/時以上）から導管を通じて供給する事業のことをいう。「熱供給事業者」とは、①営利目的で、②
複数の需要家に対して、熱を導管を使って供給する事業を行うものとされており、熱供給導管を設置する
のみで複数の需要家に熱供給する営利事業を大規模に行わないのであれば規制の対象外になる。地方公
共団体が実施する場合は、本法には該当しない。熱供給事業法の第 2 条において、「熱供給」と「熱供給
事業」の定義を行っています。同法に定められた熱供給事業の成立要件は、以下のような内容となる。 
 
 
 
 
 
 
 

図表 86 熱供給事業の成立要件 
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（３） 熱供給事業法の適用を受ける場合 

 熱（冷水を含む）を供給する事業を行おうとする場合、その設備能力が一定の基準以上であり、一般の
需要に応じる（一の建物の需要に応じるものを除く）場合には、熱供給事業法第 3条の規定により、事業
開始に先立ち経済産業大臣への登録が必要となる。 
 
熱供給事業法施行令によれば、上記「設備能力」の「設備」はボイラ、ヒートポンプ、熱交換器を指し、

上記「一定の基準」は経済産業省令で定める算出方法による加熱能力の合計が 1時間当たり 21GJとなっ
ている。したがって発生する熱を供給する事業は、熱供給事業に該当する場合がある。 

 
なお、注意すべき点は同一の建物内の需要に応じるもの、熱供給事業法の規制対象から除外している。

また、条件から熱供給事業に該当しない場合であっても、熱供給を行うための導管（最高使用温度 184℃
以上、最高使用圧力 1MPa 以上）を道路等公衆の通行する場所に設置している者にも機械室の維持（同
法第 20 条）および工事計画の事前届出（同法第 21 条）の規定が準用される（同法第 24 条）。 
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9.4 木質バイオマス関連設備の運転管理について 
 チップボイラと化石燃料ボイラの通常の運転、管理時の大きな違いは、着火やボイラ煙管の掃除、燃焼
灰の掃除等が発生するといった点です。 
 現在、販売されているチップボイラの多くは、化石燃料ボイラ同様に燃料の自動供給が可能であり基本
的に無人での運転、管理が可能となっています。国内のチップボイラ導入事例をみるとメンテナンスは、
施設職員が他業務と兼務で運転、管理している事例が多く見られる。 

（１） 木質バイオマス関連設備の点検と対応 

① チップボイラの定期点検内容と対応 

 チップボイラの定期点検においては、メーカーが年 1 回の定期検査や部品破損時やトラブル時の緊急
を要する場合に対応することが多く、販売メーカーと年回の定期点検契約を締結する場合もある。  
 メーカーの定期点検とは別にボイラの伝熱面積が 10m2以上の設備は大気汚染防止法により、施設側で
ばい煙の測定が義務付けられている。 
 

図表 87 バイオマスボイラの定期点検及び対応 

項   目 頻度（目安） コスト（目安） 対応者 備考 

定期保守点検費 1～2回、基/年 20～30万円/年 メーカー  

 ① ボイラ点検 年 1回程度 － メーカー 点検、清掃 

 ② 煙管点検 年 1回程度 － メーカー 清掃 

 ③ 安全装置、各種センサー 年 1回程度 － メーカー 確認 

 ④ 各部消耗品点検 年 1回程度 － メーカー 磨耗点検、交換 

ばい煙測定費※ 2回、基/年 5～10万円/回 導入側 ボイラ伝熱面 10m2以上の場合 
 ※大気汚染防止法によるボイラに分類され、熱面積 10m2 以上、燃焼能力 50 リットル/時 以上の場合に実施 

 

② チップボイラの日常メンテナンス 

 チップボイラ関連設備の日常的なメンテナンスとしては、システムの清掃や蓄熱タンク、配管等の熱供
給の温水温度、配管の状態チェック、また付属するシステムの確認などがあげられる。 
 

図表 88 木質バイオマスボイラ設備の日常点検（現場対応） 

点検、清掃項目 頻度 内容 備考 

サイクロン集塵機 週 1回程度 灰の取出し ※ボイラに付属の場合 

蓄熱タンク内の温度   毎 日 確認  

配管等、缶圧力計の指示 毎 日 確認  

排煙の状態 毎 日 確認  

水面覗窓の水位 毎 日 確認  

熱計量計類の稼働状況 毎 日 確認  

消火用水タンク 毎 日 充填確認 ※ボイラに付属の場合 
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図表 89 チップボイラの管理における一般的な作業 

作業項目 作業頻度 作業概要 

燃料残量確認 適 宜 

燃料製造元や供給元が休止している場合や施設によっては長距離で輸送し
なければならない場合、１日に補給出来る回数が限られる。 
このように即時に対応が出来ない場合は、施設の運営に支障を来たすため定
期的な燃料残量の確認が必要となる。 

サイロ内燃料のなら
し作業 

適 宜 

通常のボイラ運転時において、燃料サイロからボイラへの燃料供給がストッ
プしてしまうとトラブルの原因となるのでサイロ内の燃料をならす作業を
行う場合がある。 
※バイオマス燃料は既存の化石燃料と違い固形燃料であるため、気候条件や
冬期間の燃料形状により、燃料供給過程でのトラブルの原因となることが多
い。 

着火、消化 適 宜 

着火に関しては、手動着火と自動着火があるが、手動着火の場合は、予め乾
燥しているチップや紙くず等着火生の高いものを燃焼炉に投入し、自動運転
に切り替わるまで炉内温度を上昇させることが必要となり、着火から安定運
転まで３～４時間程度が費やされることが多い。 
一方、自動着火のシステムに関しては、一部のバイオマスボイラメーカーで
は標準で付属しているものやオプションで設置が可能である。自動着火と手
動着火方式については、導入対象施設の運転方法やボイラの管理担当者の作
業負担具合により判断する必要がある。 
消火に関しては、一連のシステムスイッチをオフにすることで、燃料サイロ
からの燃料供給がストップし自動的に消化する仕組みになっている。ただし
ボイラをオフにしても燃焼炉内の火は、直ぐには消えずに燻っている状態で
あり、燃焼炉内の火が完全に消えるのは数時間を要する。 

灰受けタンク 
交換 

1～3 日/回程度※1 
灰受けタンクの交換は、通常は１～３日間で交換する場合が多い。ただし、
木質バイオマス燃料の性状や使用量にもより作業量は大きく変動する。 

灰掃除 
（煙管、燃焼炉） 

適宜※1 
（年 1～2 回） 

煙管掃除に関しては、機種によっては煙管に付着した灰をコンプレッサーで
落とすシステムが搭載しているものとブラシ等を用いて手作業で落とす方
式がある。 
ボイラ内部の煙管掃除については、木質バイオマス燃料が完全燃焼していれ
ば、それほど灰は発生しないため、年に数回程度の作業になる。しかし、木
質バイオマス燃料の含水率が極端に高く、不完全燃焼の場合には数週間に１
回の煙管掃除を要する場合もある。また使用する燃料によっては、ボイラ内
部の炉内や煙管に灰が付着している場合があるため、ボイラを停止して掃除
をする場合がある。通常はメーカーが行う定期メンテナンスで実施するた
め、緊急を要する場合のみが多い。 
燃焼炉の灰掃除に関しては一般的に灰だし装置が搭載されていれば、炉内の
灰が灰出しタンクに一定量たまると自動で作動する仕組みであり、外部コン
テナに排出されるようになっている。燃料の灰分量によっては定期的な燃焼
炉内の手動による掃除が必要となる。 

冬季間の燃料搬入時
の施設周辺の除雪 

適 宜 
（地域による） 

寒冷地など降雪量が多いとトラック等による運搬車両の通行や、燃料の投入
作業に支障を来たさないように施設周辺の除雪作業が発生する。そのため、
燃料補給のタイミング等、計画的に燃料補給を行う必要が生じる。 

※1：使用する燃料の含水率や性状によって、その回数は変動する。 
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（２） 木質バイオマス設備の清掃、灰処理対応 

 燃焼灰は、作業中に吸い込んだり目に入ったりすると鼻、喉、肺、粘膜等の炎症を引き起こすことがあ
るため、日常から防護対策が必要となる。燃焼灰が存在する環境下で働く場合は、基本的に防護用機材
（ゴーグル、防塵マスク、防護被服）を装着することが望ましい。 
通常は燃焼する木質バイオマス燃料に不純物（薬品、金属等）の混入がなければ、人体に影響するほど

の問題はないとされている。また、開放空間で貯蔵されている灰は、数ヶ月後には埃っぽさがなくなり、
水和物（湿気を含むため）となっていく特徴がある。不意なトラブルや緊急時に灰出し設備、貯留設備に
おける焼却灰を取扱う際は、予め散水等による焼却灰等の加湿を行い、飛散、流出防止を徹底することや
灰出し設備、貯留設備中の焼却灰等の飛散、流出防止を徹底することが求められる。 
 

① 木質バイオマス燃焼による灰の分類 

 一般的に木質バイオマスを燃料とした燃焼灰とは、木質バイオマス専焼ボイラ※１で燃焼させて生じた
燃え殻※２及びばいじん※３を対象とされる。 製材由来のものや林地残材からの木材等（塗料や薬剤など
の化学物質により処理された木材、海中貯木された木材、家屋などの解体木材、砂礫付着が多い木材及び 
履歴不明な木材を除く。）を燃料用に加工したものがあげられる。 
 

（ア）粗く破砕した「木質チップ」      （イ）木の樹皮や木部を粉砕した「おが粉」 

（ウ）おが粉を成型した「木質ペレット」   （エ）「薪」などの燃料用に加工したもの 
（※１） 焼却炉タイプで燃焼中に外部から物が入れられる投入口を有するものを除く。投入口を有する薪は薪以外の異物が全く混入しないものに限る。 

（※２） 燃焼室やボイラー缶体の底部から排出される燃焼残留物（主灰） 

（※３） ガス冷却室、再燃焼室、集塵装置などで捕集されたばいじん（飛灰） 

 
 木質バイオマスボイラの運転により発生する燃焼灰は、機器の構成上、火格子や第一次燃焼室で発生す
る主灰と、サイクロンで集じんされる飛灰、バグフィルターに捕捉されるフィルター飛灰の 3 種類に分
類される。 
 

図表 90 木質バイオマス燃料の燃焼から発生する灰の種類 

灰の種類 概要 

主灰 
火格子や一次燃焼室で発生する灰。固定床炉では樹皮が多く
含まれると融点が低下し、クリンカーの発生や焼結を引き起
こしやすくなる 

サイクロン 
飛灰 

排ガスと共に、細かい無機粒子状物質が運ばれ、二次燃焼室
や燃焼室出口に置かれるサイクロンで除じんする部分の灰 5
～50μm の粗い粒子 

フィルター 
飛灰 

電気式の集じん機やバグフィルター（繊維性のフィルター）
で除じんされたさらに細かい飛灰。主として１μm 以下のエ
アロゾル（煙霧質）の粒子となる。効率の高いばいじん除去
装置を設置しない小規模な燃焼設備では、この部分の飛灰は
排ガス共に大気中に排出される。 
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② 燃焼灰発生量 

燃焼灰は、木質バイオマス燃料の原材料主成分によって灰分量が変化する。樹木に含まれる配分は、木
部で 0.5％と少なく樹皮は 2～10％で樹木間で差が大きい。樹皮のみの場合は樹皮自体の化学組成と石や
土等の付着物により、灰分が多くなる傾向がある。 

図表 91 木質バイオマス燃料の種類と灰分量 

木質バイオマス燃料 灰分量 （重量％） 

針葉樹 木部 0.4（0.2～0.8％） 

広葉樹 木部 0.6（0.2～1.1％） 

針葉樹 樹皮 3.1（2.5～4.3％） 

広葉樹 樹皮 7.0（3.4～10.8％） 

 

③ 燃焼灰の処理方法 

 木質バイオマスが燃料として利用される中で、薪、木質ペレット、木質チップを専焼で燃焼させて生じ
た焼却灰（塗料や薬剤を含む若しくは、その恐れのある廃木材又は当該廃木材を原料として製造されたペ
レット又はチップと混焼して生じた焼却灰を除く。）のうち、利用が確実でかつ不要物と判断されない焼
却灰は有効利用することができる。なお、燃焼灰が廃棄物に該当する場合は、「廃棄物の処理及び清掃に
関する法律（廃棄物処理法）」など関係法令に従って取り扱う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 木質バイオマス燃料自体に不純物が混入されていなくても、燃料化や運搬、補給といった作業工程の中
で異物が混入することも想定されるため、基本的に産業廃棄物処理の取扱いになる。 
 灰の取扱いについては、行政によって法令上の制約を受ける場合があり、適切な処理方法について検討
する機会を設け十分に協議を行うことが望まれる。 
 

■ 焼却灰に関しての基本事項 

1. 焼却灰 (燃え殻（主灰）、ばいじん(飛灰))のうち、自ら利用や他人に売却できず不要となったもの
は廃棄物である。また焼却灰由来の製品が有効利用後に余り不要となった物も廃棄物となり、廃掃
法など関係法令に従って取り扱う。 

2. 木質バイオマス専焼ボイラから生じる焼却灰は、焼却灰の性状、排出の状況、通常の取扱形態、取
引価値の有無、占有者の意思等を総合的に勘案して客観的に判断した結果、廃棄物に該当せず、生
活環境の保全上支障が無い利用が可能な場合は、自ら利用や他人への販売といった有効利用が可
能である。 

■ 焼却灰の有効利用者の責任 

1. 焼却灰の有効利用者の瑕疵により、地域住民の生活環境の保全に支障を与えた場合は、焼却灰の有
効利用者の責任において対応することになる。 

2. 有効利用の目的と整合しない利用（過度な利用、目的外利用等）を行った場合は、廃棄物の不法投
棄に該当する場合がある。 
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④ 木質バイオマス由来燃焼灰の利用方法 

 通常、燃焼灰を利用する場合は、化学的に未処理の木質バイオマス燃料から得られた灰だけとする必要
がある。燃焼灰の性状としては、樹木は寿命が長く地中に存在しているカルシウム、マグネシウム、カリ
ウム、リンといった植物栄養素とともに鉛やカドミウムなどの重金属類も貯めこんでいる場合があるの
で、有効利用する場合は次の事に留意します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 92 燃焼灰の有効利用にむけた取扱い（参考） 

・ 重金属等の有害物質や汚濁負荷について焼却灰の性状等確認を行い、利用目的や製品基準に照らし生活環境保
全上の支障が発生しない利用を行うことを焼却灰の排出者及び利用者双方が確認することが必要 

・ 目的に応じた品質や製品基準等を満たす必要があるので、これらを分析結果により証することが必要 

・ 他の物と混合して有害物質や汚濁負荷を希釈することは認められない。 

・ 生活環境保全上の支障（悪臭、飛散及び地下浸透等）を生じさせる性状の有無を明らかする。また、そのような
性状がある場合は、生活環境保全上の支障を防ぐために必要な措置を自らの責任で行うこととし、その措置内
容を明らかにする。 

・ 大量に有効利用する場合は、廃棄物対策を行っている都道府県の担当部署（一般廃棄物は市町村）に連絡し利
用方法などについて事前に確認する。 

・ 燃え殻（主灰）には、植物の生育に有用な肥料成分が多く含まれるとともに、低沸点の重金属類である亜鉛、
鉛、カドミウム、水銀は燃え殻（主灰）には、ごくわずかしか入らず、大部分はサイクロンとバグフィルターで
捕捉されることから、農地等で融雪剤などに利用する際は燃え殻（主灰）だけを分別して利用すること。 

【燃焼灰を有効利用するため廃棄物に該当しないことを自ら確認】 
 
 
 
 

【事業者の燃焼灰取扱いに関する意向】 
 
 

 
 
 

燃焼灰の発生 

中間処理・埋立処分 

廃棄物処理 

廃棄物に該当 

利  用 

自ら利用 肥料として販売 
（無償譲渡を繰り返す場合を含む） 

廃棄物に該当しない 
※立入検査に対して説明できるようあらかじめ 

客観的事由を整理しておくことが必要 

肥料取締法による届け出 

■不法投棄などの疑いがある場合「廃棄物の処理及び清掃に
関する法律」に基づく立入検査の実施等 
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10. 用語の定義 

（１）  SI 接頭語 

 十進の倍量単位を作成するために、単一記号で表記する単位 
 

接頭語の記号 名称 科学的記数法 

K キロ 103 

M メガ 106 

G ギガ 109 

 

（２）  熱量・仕事エネルギー単位 

 
 MJ (ﾒｶﾞｼﾞｭｰﾙ) kWh (ｷﾛﾜｯﾄ時) kcal (ｷﾛｶﾛﾘｰ) 

MJ 1 0.278 238.85 

kWh 3.6 1 860 

kcal 0.004186 0.00116 1 
※1Jは 1Wの仕事率を 1秒間行ったときの仕事とも定義され 1時間行った場合 3.6MJ＝1kWhとなる。 
 
 

（３） エネルギー発熱量について 

 発熱量には、高位（総）発熱量と低位（真）発熱量があり、高位発熱量は一般的な熱量計によって測定
された値で水蒸気の蒸発熱を含んだ発熱量をいう。一方、「高位発熱量」から水蒸気分の蒸発熱を減じた
発熱量を「低位発熱量」というが水蒸気となって排気される発熱量は、回収システムを取り入れなければ
利用出来ない。したがって、燃料の発熱量は「低位発熱量」を用いる。 
 

（４） エネルギー源別標準発熱量 炭素排出係数について 

 
対象エネルギー 低位発熱量（kcal） 低位発熱量（kWh） 低位発熱量（MJ） 二酸化炭素排出係数 

灯油 8,187 kcal/L 9.5 kWh/L 34.27 MJ/L 2.49 kg-CO2/L 

A 重油 8,775 kcal/L 10.2 kWh/L 36.73 MJ/L 2.71 kg-CO2/L 

木質チップ（針葉樹・水分 35％） 2,804 kcal/kg 3.3 kWh/kg 11.74MJ/ kg － kg-CO2/ kg 

木質ペレット（全木） 4,400 kcal/kg 5.1 kWh/kg 18.43 MJ/ kg － kg-CO2/ kg 

針葉樹 薪（水分 20％） 3,589 kcal/kg 4.2 kWh/kg 15.02 MJ/ kg － kg-CO2/ kg 

出典 「総合エネルギー統計 エネルギー源別標準発熱量 炭素排出係数(2020 年 1 月 31日改訂)」 経済産業省 資源エネルギー庁  
※バイオマス資源のカーボンニュートラルの特性から、二酸化炭素排出は、0 kg-CO2/ kgと定義する。 
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（５） 木材の含水率・水分について 

 木材を利用するにあたっては、水分の吸放出による収縮・膨潤、重さ、強度、耐久性など、様々な面に
おいて水（水分）が影響する場合がある。 
 
 木材に含まれる水の割合を示す場合、通常は水分を含めない木材重量（全乾重量、ドライベース）に対
する水分重量の割合を表す含水率を用いる。 
 
 木質の重量（絶乾重量）を 100 とした場合の水の割合を「乾量基準含水率（Ｕ）」と呼び、製材品や合
板等の木材で「含水率」といったらこの「乾量基準含水率（Ｕ）」を指す。 
 一方、食品でも土壌でも一般的に含水率といったら全体重量のうちの水の割合のこと差し、これを「湿
量基準含水率（M）」と呼び、含水率（乾量基準含水率）と区分するため「水分」と呼ばれている。 
 
 
■ 乾量基準含水率（ドライベース）  Ｍ ＝ 水分重量 Ｗｗ／全乾重量 Ｗｓ×100（％） 

■ 湿量基準含水率（ウェットベース）Ｕ ＝ 水分重量 Ｗｗ／（全乾重量 Ｗｓ＋水分重量 Ｗｗ）×100（％） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

左：木材の含水率（ドライベース）イメージ   右：木材の水分（ウェットベース）イメージ 

 
 木材の場合は、燃料の場合には注意が必要であり、ウェットベースを水分率とすると、含水率を水分率
に変換する際の指揮は、以下のとおりとなる。 
 
 
■乾量基準含水率（含水率）Ｕ ⇒ 湿量基準含水率（水 分) Ｍ = 含水率Ｕ／（100＋含水率Ｕ）×100（％） 

■湿量基準含水率（水 分) Ｍ ⇒ 乾量基準含水率（含水率）Ｕ = 水 分Ｍ／（100－水 分Ｍ）×100（％） 
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